
	 第2節	 中国
	 11	 全般

1	 中国軍の指導・指揮機関。形式上は中国共産党と国家の二つの中央軍事委員会があるが、党と国家の中央軍事委員会の構成メンバーは基本的には同一であ
り、いずれも実質的には中国共産党が軍事力を掌握するための機関とみなされている。

中国は、長い国境線と海岸線に囲まれた広大な国土に
世界最大級の人口を擁し、国内に多くの異なる民族、宗
教、言語を抱えている。固有の文化、文明を形成してき
た中国特有の歴史に対する誇りと19世紀以降の半植民
地化の経験は、中国国民の国力強化への強い願いとナ
ショナリズムを生んでいる。
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中国共産党中央委員会総書記（習総書記）は、
「反腐敗」による幹部の粛清などを通じて中国共産党に
おける権力基盤を確立してきた。2022年10月に開催
された中国共産党第20回全国代表大会（第20回党大
会）においては、「習総書記の党中央の核心、全党の核心
の地位を擁護し、党中央の権威と集中的統一指導を擁護
すること」を意味する「二つの擁護」が党規約に義務と
して明記され、また、直後に開催された中国共産党第20
期中央委員会第1回全体会議（一中全会）では、習総書
記の3期目続投が決定された。

中国は、2014年に「総体的国家安全観」という概念を
提起し、政治、軍事、国土、経済、文化、社会、科学技術、
ネットワーク、生態、資源、核、海外における利益、宇
宙、深海、極地、生物など様々な領域が全て国家の安全
に関連するという考えに基づき、中央国家安全委員会の
設立、「国家安全戦略（2021-2025年）」の策定、「新時
代の中国国家安全」白書（2025年5月）の発表のほか、
国内防諜体制の強化やサイバー空間の管理強化などのた
めの各種法整備を進めている。

加えて、中国は、外国勢力による中国統一への干渉や
台湾独立を狙う動きに強く反対する立場から、最大の努
力を尽くして平和的統一の未来の実現を目指すが、決し
て武力行使の放棄を約束しないことをたびたび表明して
いる。2005年3月に制定された反国家分裂法では、「台
独分裂勢力がいかなる名目、いかなる方式であれ台湾を
中国から切り離す事実をつくり、台湾の中国からの分離
をもたらしかねない重大な事変が発生し、または平和統
一の可能性が完全に失われた時、国家は非平和的方式そ

のほか必要な措置を講じて、国家の主権と領土保全を守
ることができる」とし、武力行使の不放棄が明文化され
ている。また、第20回党大会で採択された改正党規約
においても、「『台湾独立』に断固反対し、阻止する」との
文言を追加し、台湾独立阻止を党の任務として位置づけ
た。

中国共産党第20回党大会で報告を行う習近平総書記 
【中国通信/時事通信フォト】

中国国内には、様々な問題も存在している。共産党幹
部などの腐敗のまん延や、都市部と農村部、沿岸部と内
陸部の間の経済格差のほか、都市内部における格差、環
境汚染などの問題も顕在化している。腐敗のまん延は軍
においてもみられ、2023年10月に李
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国防部長（当
時）が解任、2025年10月には何
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中央軍事委員会1

副主席、苗
びょう

華
か

中央軍事委員会委員・同委員会政治工作部
主任らが党籍剥奪処分され、2026年1月には、張
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中央軍事委員会副主席および劉
りゅう
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中央軍事委員会委
員・同委員会統合参謀部参謀長が重大な規律・法律違反
の疑いで審査・調査されることが発表された。第3期習
指導部発足当初（2022年10月）、中央軍事委員会を構
成した7人のうち5人が党籍剥奪処分や重大な規律・法
律違反の疑いで審査・調査されるなど、異例の事態と
なっている。さらに、最近では経済の成長が鈍化傾向に
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あるほか、将来的には、人口構成の急速な高齢化に伴う
年金などの社会保障制度の問題も予想されており、この
ような政権運営を不安定化させかねない要因は拡大・多

2	 2022年第20回党大会での習近平総書記による報告においては、「一体化された国家戦略体系・能力の強化・向上を図り、国防科学技術工業の能力構築を
強化し、国防動員と予備軍建設を強化し、退役軍人サービス・保障工作をしっかり行い、軍と政治、軍と人民の団結を打ち固め、発展させる。」と言及され
ている。

様化の傾向にある。また、新
しん

疆
きょう

ウイグル自治区をはじめ
とする中国の人権状況および香港をめぐる情勢について
国際社会からの関心は引き続き高い。

	 22	 軍事

	 1	 全般
中国は、過去30年以上にわたり、透明性を欠いたま

ま、継続的に高い水準で国防費を増加させ、核・ミサイ
ル戦力や海上・航空戦力を中心に、軍事力の質・量を広
範かつ急速に強化している。また、わが国の尖閣諸島周
辺における領海侵入や領空侵犯をはじめ、東シナ海、南
シナ海などにおける海空域において、力または威圧によ
る一方的な現状変更の試みを強化し、日本海、太平洋な
どでも、わが国の安全保障に影響を及ぼす軍事活動を拡
大・活発化させている。

軍事力の強化において、中国はこれまで、軍改革など
を通じた軍の近代化により、実戦的な統合作戦遂行能力
の向上を重視してきた。

また、情報優越の獲得によって軍全体の作戦遂行能力
を向上させ、敵の戦力発揮を阻害する観点から、中国は、
軍の「情報化」も重視してきた。具体的には、敵の通信
ネットワークの混乱などを可能とするサイバー領域や、
敵レーダーの無効化などを可能とする電磁波領域におけ
る能力を急速に発展させるとともに、宇宙領域でも、敵
の宇宙利用を制限する能力の強化も継続するなど、新た
な領域における優勢の確保に注力している。このような
能力の強化は、いわゆる「A

Anti Access Area Denial
2／AD」能力の強化や、よ

り遠方での作戦遂行能力の構築につながるものである。
加えて、「一体化された国家戦略体系・能力2」を構築

し、軍事利用が可能な先端技術の開発・獲得にも積極的
に取り組んでいる。そのような先端技術には、A

Artificial Intelligence
Iの活用

や、将来の戦闘様相を一変させる技術、いわゆる「ゲー
ム・チェンジャー技術」も含まれる。

こうした軍事力の強化とともに、中国は、尖閣諸島周
辺をはじめとする東シナ海、日本海、さらには伊豆・小
笠原諸島周辺を含む西太平洋など、いわゆる「第一列島
線」を越え、「第二列島線」に及ぶわが国周辺全体での活

動を活発化させるとともに、台湾に対する軍事的圧力を
高め、さらに、南シナ海での係争地形の軍事化などを推
し進めている。また、軍事活動を含め、ロシアとの連携
強化の動きを一層強めている。

こうした中国の対外的な姿勢や軍事動向などは、わが
国と国際社会の深刻な懸念事項であり、わが国の平和と
安全や、国際社会の平和と安定を確保し、法の支配に基
づく国際秩序を強化するうえで、これまでにない最大の
戦略的な挑戦であり、わが国の防衛力を含む総合的な国
力と同盟国・同志国などとの協力・連携により対応すべ
きものである。

いわゆる「アクセス（接近）阻止
／エリア（領域）拒否」（「A2／
AD」）能力

米国によって示された概念で、アクセス（接近）阻止（A2）能力
とは、主に長距離能力により、敵対者がある作戦領域に入るこ
とを阻止するための能力を指す。また、エリア（領域）拒否（AD）
能力とは、より短射程の能力により、作戦領域内での敵対者の
行動の自由を制限するための能力を指す。

KEY WORD

	 2	 国防政策
中国は、世界一流の軍隊を作り上げるという目標や、中

華民族の偉大なる復興という「中国の夢」を実現するため
の戦略的支柱としての中国軍の役割を強調している。

2019年に公表された国防白書では、中国は、国防政
策の目標を国家の主権、安全、発展の利益を守ることと
しており、これには海外における国家利益を守ることお
よび国家の持続的な発展を支えることも含まれる。また、
軍事戦略方針として、「積極防御」という概念を強調し、
戦略において防御することおよび作戦・戦術において進
撃することをあわせ持つことについて述べている。

加えて、中国は軍隊の建設に関して、国家の国際的な
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地位に見合った、また国家の安全保障と発展の利益に適
応した国防と強大な軍隊を建設すると述べ、戦いにおい
て「戦える、勝てる」ことを強調し、「智能化」の加速、統
合作戦能力の向上、実戦的訓練の水準の向上などについ
て述べている。こうした中国の軍事力強化は、台湾問題
への対処、具体的には台湾の独立と外国軍隊による台湾
の独立支援を抑止・阻止する能力の向上が最優先の課題
として念頭に置かれ、これに加えて近年では、拡大する
海外権益の保護などのため、より遠方の海域での作戦遂
行能力の向上も課題として念頭に置かれているものと考
えられる。

また、中国は、軍事や戦争に関して、物理的手段のみ
ならず、非物理的手段も重視しているとみられ、「三戦」
と呼ばれる「輿

よ
論
ろん

戦」、「心理戦」、「法律戦」を軍の政治工
作の項目としているほか、軍事闘争を政治、外交、経済、
文化、法律などの分野の闘争と密接に呼応させるとの方
針も掲げている。

国防と軍隊の建設の目標達成のためのタイムラインに
ついて、中国は、第19回党大会（2017年10月）の習総
書記の報告や2019年に公表された国防白書において、
①2020年までに機械化を基本的に実現し、情報化を大
きく進展させ、戦略能力を大きく向上させる、②2035
年までに国防と軍隊の現代化を基本的に実現する、③
21世紀中葉までに中国軍を世界一流の軍隊に全面的に
築き上げるよう努めるとしている。

前述の第一段階の目標年である2020年10月に開催
された五中全会では、2027年に建軍百年の奮闘目標の
実現を確保することが発表され、2021年の六中全会に
おけるいわゆる「歴史決議」では、2027年までの建軍百
年の奮闘目標の実現を第一段階とし、前述の2035年と
21世紀中葉までの目標の達成を第二・第三段階とする
新「三段階発展戦略」の策定が明記された。

中国は、「世界一流の軍隊」とは何を意味するか定義し
ていないが、米軍と同等か、場合によってはそれを上回
る軍事力を開発しようとしている可能性が指摘されてい
る。さらに、中国は先端技術を習得し、「イノベーション
大国」になることで、「智能化戦争」を可能にする「世界
一流の軍隊」の建設を目指していることも指摘されてい
る3。これらを踏まえると、中国は、米軍との軍事力格差

3	 米国防省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2021年）による。
4	 軍事の「智能化」は後発の軍が一足飛びの発展を遂げる絶好の機会を提供するものであり、それによって急速に（他の先進レベルにある軍を）超えること

が可能であるとの見解がある。

のオフセットを企図し、そのためには軍隊の「智能化」
が必要条件であると認識している可能性が示唆され、将
来的に「智能化」戦争で米軍に「戦える、勝てる」軍隊の
建設を目指していくものと考えられる4。

このような認識のもとで、国力の向上に加え、3期目に
入った習総書記の中国共産党における権力基盤の強化や
中央軍事委員会主席としてのより一層の権力掌握を背景
に、軍近代化の動きは今後さらに加速すると見込まれる。

	 3	 国防政策や軍事に関する透明性
中国は、従来から、軍事力強化の具体的な将来像を明

確にしておらず、軍事や安全保障に関する意思決定プロ
セスの透明性も十分確保されていない。中国は1998年
以降、ほぼ2年ごとに国防白書を公表していたが、2019
年7月に、約4年ぶりに公表された「新時代における中
国の国防」以降、近年は国防白書を公表していない。ま
た、白書においても、具体的な装備の保有状況、調達の
目標や実績、主要な部隊の編成や配置、軍の主要な運用
や訓練実績、国防費の内訳などについて十分に明らかに
していない。

また、中国軍の活動について、当局が事実と異なる説明
を行う事例や事実を認めない事例も確認されており、中国
の軍事に関する意思決定や行動に懸念を生じさせている。
例えば、2018年1月には、中国海軍潜水艦によるわが国
尖閣諸島周辺の接続水域内の潜水航行が確認されたが、
中国はその事実を認めていない。同様に、2020年6月と
2021年9月に奄美大島周辺の接続水域において確認され
た中国国籍と推定される潜水艦の事例において、中国はそ
の事実を認めておらず、むしろ日本側が誇大宣伝している
と批判する中国系メディアの報道もあった。

中国は、政治面、経済面に加え、軍事面においても国
際社会で大きな影響力を有するに至っている。中国に対
する懸念を払拭するためにも、中国が国際社会の責任あ
る国家として、国防政策や軍事に関する透明性を向上さ
せていくとともに、自らの活動に関して事実に即した説
明を行い、国際的な規範を共有・遵守することがますま
す重要になる。今後、具体的かつ正確な情報開示などを
通じて透明性を高めていくことが強く望まれる。
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	 4	 国防費
中国は、2026年度の国防予算を約1兆9,095億6,100

万元（1元＝21円で機械的に換算すると、日本円で約40
兆1,008億円）と発表した5。これは中国側の発表によれ
ば、前年度予算額から約7％の伸びとなる。中国の公表国
防予算は速いペースで増加してきており、公表国防予算
の名目上の規模は、1996年度から30年間で約27倍、
2016年度から10年間で約2倍となっている。

中国は、国防建設を経済建設と並ぶ重要課題と位置づ
けており、経済の発展に合わせて、国防力の向上のため
の資源投入を継続してきたと考えられるが、公表国防予
算増加率が経済成長率（国内総生産（G

Gross Domestic Product
DP）増加率）を

上回る年も少なくない。中国経済の成長の鈍化が、今後

5	 中国の公表国防予算は、急速なペースで増加しており、2026年度にはわが国の防衛関係費の約4.6倍に達している。なお、わが国の防衛関係費は、30年
間で約1.8倍である。

6	 米戦争省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2025年）による。

の国防費にどのような影響を及ぼすか注目される。
また、中国が国防費として公表している額は、実際に軍

事目的に支出している額の一部にすぎず、例えば、外国か
らの装備購入費や研究開発費などは公表国防費に含まれ
ていないとみられる。米戦争省の分析によれば、中国の実
際の国防支出は公表国防予算よりも著しく多いとされる6。

国防費の内訳については、過去の国防白書において
2007年度、2009年度、2010～2017年度の公表国防
費に限り、人員生活費、訓練維持費、装備費それぞれの
内訳（2007年度と2009年度の国防費については、さ
らに現役部隊、予備役部隊、民兵別）が明らかにされた
ものの、それ以上の詳細は明らかにされていない。

図表Ⅰ-3-2-1（中国の公表国防予算の推移）

図表Ⅰ-3-2-1 中国の公表国防予算の推移
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わが国の2026年度
防衛関係費は、
8兆8,093億円

	 5	 軍事態勢
中国の武装力は、人民解放軍、人民武装警察部隊（武

警）と民兵から構成され、中央軍事委員会の指導・指揮
を受けるものとされている。人民解放軍は、陸・海・空

軍、ロケット軍、軍事宇宙部隊、サイバー空間部隊、情報
支援部隊、聯

れん
勤
きん

保障部隊（統合後方支援部隊）などから
なり、中国共産党が創建、指導する人民軍隊とされてい
る。

2025年9月には「中国人民抗日戦争・世界反ファシ

 参照
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ズム戦争勝利80周年記念大会」の軍事パレードが開催
された。このパレードでは、大陸間弾道ミサイルを含む
多様な核戦力を展示し、核抑止力の強化を演出するとと
もに、対処が困難とされる極超音速を含む複数の対艦ミ
サイルを展示し、遠距離からの対艦攻撃能力を演出する
など、軍の近代化の成果を内外に顕示した。

なお、武警は主にパトロール、突発事態対処、対テロ、
海上における権益擁護・法執行、緊急救援、防衛作戦な
どに従事するものとされ、民兵は平時においては経済建
設などに従事しつつ、有事には戦時後方支援任務を負う
ものとされる。

（1）軍改革
中国は、近年、建国以来最大規模とも評される軍改革

に取り組んでいるとされる。
これまで、軍中央レベルの改革については、2016年

末までに一度概成したとされてきた。ここでは、従来の
「七大軍区」が廃止され、作戦指揮を主導的に担当する
「五大戦区」、すなわち東部、南部、西部、北部、中部戦区
が新編された。また、海軍・空軍指導機構と同格の陸軍
指導機構、ロケット軍、戦略支援部隊（当時）、聯勤保障
部隊も成立した。さらに、中国軍全体の指導機構が、統
合参謀部、政治工作部、後勤保障（兵站）部、装備発展部
など、中央軍事委員会隷下の15の職能部門へと改編さ
れた。

一方で、軍中央レベルの組織を再編する動きもみられ
ている。2024年4月、新兵種である情報支援部隊を創
設するとともに、従来の戦略支援部隊を廃止した。これ
に伴いその隷下部隊が軍事宇宙部隊およびサイバー空間
部隊に改編された。

習総書記は、統合作戦遂行能力の強化を重視してお
り、これら一連の改革は、より実戦的な軍の建設を目的
としていると考えられる。また、指導機構の改編は、軍
中央での腐敗問題への対応が狙いであるとの指摘もあ
る。こうしたことから、中央軍事委員会、ひいては軍に
対する習総書記の指導力のさらなる強化が図られている
ものと考えられる。

7	 米戦争省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2025年）による。
8	 米戦争省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2025年）による。

（2）核・ミサイル戦力
中国は、核戦力と、その運搬手段としてのミサイルに

ついて、1950年代半ば頃から独自の開発努力を続けて
おり、抑止力の確保や通常戦力の補完、国際社会におけ
る発言力の確保を企図しているものとみられている。

核戦略に関して、中国は、核攻撃を受けた場合に、相
手国の都市などの少数の目標に対して核による報復攻撃
を行える能力を維持することにより、自国への核攻撃を
抑止するとの戦略をとっているとみられている。そのう
えで、中国は、核兵器の「無条件の先行（第一）不使用」、
非核兵器国と非核兵器地帯に対しては無条件で核兵器の
使用や使用の威嚇を行わないとする「無条件の消極的安
全保証」、自らの核戦力を国家の安全保障に必要となる
最低限のレベルに維持するといった核戦略を堅持すると
表明しているが、一方で、近年はこうした説明に疑問を
呈する指摘もある7。

中国は核戦力の近代化・多様化・拡大を目指してお
り、核弾頭を増産し、陸・海・空の核運搬手段に投資し
てその数を増やしている。運用可能な核弾頭の保有数は、
2024年時点において600発台前半で推移しており、
2030年までに1,000発を超える可能性も指摘されてい
る8。中国は、対米抑止力強化を企図して、核・ミサイル
戦力を引き続き重視していくものと考えられる。

中国は、大陸間弾道ミサイル（I
Intercontinental Ballistic Missile

CBM）、潜水艦発射弾
道 ミ サ イ ル（S

Submarine-Launched Ballistic Missile
LBM）、空 中 発 射 型 弾 道 ミ サ イ ル

（A
Air-Launched Ballistic Missile

LBM）、中距離弾道ミサイル（I
Intermediate-Range Ballistic Missile

RBM）、準中距離弾道
ミサイル（M

Medium-Range Ballistic Missile
RBM）、短距離弾道ミサイル（S

Short-Range Ballistic Missile
RBM）と

いった各種類・各射程の弾道ミサイルを保有している。
これらの弾道ミサイル戦力は、液体燃料推進方式から固
体燃料推進方式への更新によって残存性・即応性が向上
しているほか、射程の延伸、命中精度の向上、終末誘導
機動弾頭（M

Maneuverable Re-entry Vehicle
aRV）化や個別目標誘導複数弾頭（M

Multiple Independently targetable Re-entry Vehicle
IRV）

化などの性能向上が図られているとみられている。
戦略核戦力であるICBMについては、これまでその主

力は固定式の液体燃料推進方式のミサイルDF-5であっ
た。近年、中国は、固体燃料推進方式で、発射台付き車両

（T
Transporter-Erector-Launcher

EL）に 搭 載 さ れ る 移 動 型 のDF-31や 射 程 約
11,200kmで3個 以 下 の 弾 頭 を 搭 載 可 能 と さ れ る
DF-41を配備している。また、2025年9月の軍事パレー
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ドでは、新たな移動型のICBMであるDF-61が初めて登
場した。中国はICBMサイロの建設も進めており、2022
年に、300基以上の新たなサイロを含む、3か所の発射
施設を新たに建設したと指摘されている9。このほか、米
国本土に対して通常戦力による威嚇が可能となるよう、
通常弾頭搭載型の大陸間の射程を有するミサイルシステ
ムの開発を追求しているとの指摘もある10。2024年9
月、中国は太平洋に向けて、訓練模擬弾頭を搭載した
ICBM1発の発射を発表した。中国が太平洋上に向けて
ICBMを発射したのは1980年以来44年ぶりである。

ICBM発射時（2024年9月）に中国が公表した画像【AFP＝時事】

SLBMについては、射程約7,200kmとみられている
JL-2を搭載したジン級弾道ミサイル搭載原子力潜水艦

（S
Ballistic Missile Submarine Nuclear-Powered
SBN）が運用中とみられる。加えて、射程10,000km

に達するとされ、2025年9月の軍事パレードで登場し
たJL-3もジン級SSBNに搭載され、中国の沿海域から米
国本土を射程に入れることが可能となっているとの指摘
もある11。

ALBMについては、同年9月の軍事パレードにおいて、
核弾頭を搭載可能とされるJL-1が初めて登場したほか、
通常弾頭で陸上・海上の目標を攻撃可能とされるYJ-21
を保有している。

中国の保有するミサイル戦力は、米露間の中距離核戦
力（I

Intermediate-range Nuclear Forces
NF）全廃条約の枠組みの外に置かれてきており、中

国はこの条約が規制していた射程500～5,500kmの地
上発射型ミサイルを多数保有し、地上発射型弾道・巡航

9	 米国防省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2024年）による。
10	 米国防省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2024年）による。
11	 米国防省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2024年）による。
12	 米国防省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2020年）による。

ミサイルについては米国に先んじているとの指摘もあ
る12。わが国を含むインド太平洋地域を射程に収める
IRBM/MRBMについては、TELに搭載される移動型で固
体燃料推進方式のDF-21やDF-26を保有しており、こ
れらは、通常・核両方の弾頭を搭載することが可能とさ
れる。また、空母などの洋上の艦艇を攻撃するための通
常弾頭の対艦弾道ミサイル（A

Anti-Ship Ballistic Missile
SBM）DF-21D（空母キ

ラーとも呼称される。）が配備されている。近年、グアム
を射程に収めるDF-26（グアム・キラーとも呼称され
る。）は、DF-21Dを も と に 開 発 さ れ た「 第2世 代
ASBM」とされており、2018年4月に部隊配備が公表
された。これらの地上発射型に加え、航空機や艦艇から
発射可能なASBMや長射程の巡航ミサイルの開発・運
用も進められている。具体的には、ASBMについては、
陸上・海上の目標を攻撃可能とされる空中発射型弾道ミ
サイルであるYJ-21を保有しているほか、2025年9月
の軍事パレードでは、艦艇発射型の対艦弾道ミサイル
YJ－20が初めて登場した。

また、長射程の巡航ミサイルについて、空中発射型で

【諸元・性能】
最大射程：11,200km

【概説】
2019年10月 の 建 国70周
年軍事パレードで初めて登
場した新型大陸間弾道ミサ
イル。3個以下の個別目標誘
導複数弾頭（MIRV）を搭載可能とされるとともに、高い精度で
の攻撃が可能とされる。

DF-41大陸間弾道ミサイル

DF-41大陸間弾道ミサイル
【Imaginechina/時事通信フォト】

【諸元・性能】
最大射程：7,200km

【概説】
中国海軍の戦略核戦力とさ
れる潜水艦発射弾道ミサイ
ル（SLBM）。戦略核戦力のさ
らなる強化のために射程を
延伸したJL-3 SLBM（最大射程10,000km）の開発・配備が指
摘されている。

JL-2潜水艦発射弾道ミサイル

JL-2潜水艦発射弾道ミサイル
【Avalon/時事通信フォト】
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は、1,500km以上の長射程を有する対地巡航ミサイル
でH-6爆撃機に搭載可能とされるCJ-20、艦艇発射型で
は、長射程の対地巡航ミサイルや超音速で着弾する対艦
巡航ミサイルYJ-18などを保有している。これらは、弾
道ミサイル戦力を補完し、わが国を含むインド太平洋地
域を射程に収めうる戦力とみられている。これらの
ASBMや巡航ミサイルの戦力化は、「A2／AD」能力の
強化につながるものと考えられる。

SRBMに つ い て は、固 体 燃 料 推 進 方 式 のDF-16、
DF-15やDF-11を多数台湾正面に配備しており、わが
国固有の領土である尖閣諸島を含む南西諸島の一部もそ
の射程に入っているとみられる。

また、中国は、ミサイル防衛の突破が可能な打撃力を
獲得するため、複数モデルの極超音速滑空兵器（H

Hypersonic Glide Vehicle
GV）

や極超音速巡航ミサイル（H
Hypersonic Cruise Missile

CM）の開発を急速に推進し
ているとみられている。具体的にはHGVを搭載可能な
MRBMとされるDF-17の運用を2020年には開始し、
一部の古いSRBMがDF-17に置き換えられる可能性が
指摘されているほか、HGVを搭載可能な長射程の弾道
ミサイルとされるDF-27が配備された可能性も指摘さ
れている13。また、2021年7月に初めてHGVを搭載し
たICBMの軌道打ち上げを実施し、100分超にわたり約
4万km飛行したのち、目標に直撃はしなかったものの、
近傍に着弾したとされる14。さらに、2025年9月の軍事
パレードでは、HCMとされるCJ-1000に加え、艦艇発
射型で、HGVとされるYJ-17やHCMとされるYJ-19が
初めて登場した。これらの兵器は、超高速で飛行し、大
きな機動性を有することから、ミサイルによる迎撃がよ
り困難とされている。

13	 米国防省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2024年）による。
14	 米国防省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2024年）による。

中国は、ミサイル防衛システムの構築にも取り組んで
おり、弾道ミサイル防衛システムとして、ターミナル段
階での対処を担うとされる「HQ-19」や、2025年9月
の軍事パレードで初めて公開され、ミッドコース段階で
の対処を担うとされる「HQ-29」など、関連技術の開発
にも力を入れているとみられる。

ロシアとの協力も指摘されており、2019年5月には、
ロシアから導入した地対空ミサイル・システム「S-400」
2基が北京近郊に配備されたと報じられたほか、同年10
月には、ロシアのプーチン大統領が、ロシアが中国の「ミ
サイル攻撃早期警戒システム」構築を支援している旨述
べている。また、2025年12月には、第3回となるミサ
イル防衛共同演習が実施されたと中国から発表があっ
た。弾道ミサイル防衛技術は衛星破壊用ミサイルへの応
用可能性を有することからも、中国のミサイル防衛の今
後の動向が注目される。

図表Ⅰ-3-2-2（中国（北京）を中心とする弾道ミサイ
ルの射程（イメージ））、図表Ⅰ-3-2-3（中国の地上発
射型弾道ミサイル発射機数の推移）

 参照

【諸元・性能】
最大射程：2,000km

【概説】
DF-16短距離弾道ミサイルを
ベースに開発されたとされ、
極超音速滑空兵器（HGV）を
搭載可能とされる準中距離弾
道ミサイル。2019年10月の
建国70周年軍事パレードで初めて登場した。

DF-17準中距離弾道ミサイル

極超音速滑空兵器を搭載可能とさ
れるDF-17準中距離弾道ミサイル

【Avalon/時事通信フォト】
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図表Ⅰ-3-2-2 中国（北京）を中心とする弾道ミサイルの射程（イメージ）

（注）　上記の図は、便宜上北京を中心に、各ミサイルの到達可能距離を概略のイメージとして示したもの。

2,150km

2,000km

5,500km

11,200km

13,000km

DF-21/A/B/C/D/Eの最大射程

DF-17の最大射程

4,000km DF-26の最大射程

DF-4の最大射程

DF-31/A/AGの最大射程

DF-5/A/B/Cの最大射程

図表Ⅰ-3-2-3 中国の地上発射型弾道ミサイル発射機数の推移

IRBM

ICBM

MRBM

SRBM

（注）　1　中国の保有する弾道ミサイルの発射機数、ミサイル数、弾頭数などについては、公表されていない。
2　本資料は、中国の保有する弾道ミサイルの発射機数について、ミリタリーバランス各年版をもとに一般的な基準に
よりICBM、IRBM、MRBMおよびSRBMに分類して示したもの。
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（3）陸上戦力
陸上戦力は約95万人と、インド、北朝鮮に次いで世

界第3位である。中国は、部隊の小型化、多機能化、モ

ジュール化を進めながら、作戦遂行能力に重点を置いた
軍隊を目指している。具体的には、これまでの地域防御
型から全域機動型への転換を図り、歩兵部隊の自動車
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化、機械化を進めるなど機動力の向上を図っているほ
か、空軍の空挺部隊、陸軍・海軍の水陸両用部隊、特殊
部隊、ヘリコプター部隊の強化を図っているものと考え
られる。

なお、海軍陸戦隊はいまだ増強の過程にあるとされ、
遠征部隊として必要な装備の取得や訓練を実施している
ところとされる。一方で、民間のR

ロ ー ロ ー
ORO船15の活用を含

めて、水陸両用作戦の訓練も重ねており、こういった活
動は、海軍陸戦隊が、台湾をめぐるシナリオにおいて、
複数の役割のために柔軟に活用されることを示唆すると
指摘されている16。

中国陸軍は、実戦的な作戦遂行能力向上のため、兵種
合同での戦闘を重視した訓練を継続しているほか、対抗
訓練を多く取り入れているとされる。中国は、「跨

こ
越
えつ

」、
「火力」、「利

り
刃
じん

」といった、複数の区域にまたがる機動演
習を実施しており、これは、陸軍の長距離機動能力、民

15	 Roll-on-Roll-off船。一般に、貨物を積んだ車両が自走して乗り込み、そのまま運搬できる船を指す。
16	 米国防省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2022年）による。
17	 米戦争省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2025年）による。

兵や公共交通機関の動員を含む後方支援能力など、陸軍
部隊を遠隔地に展開するために必要な能力の検証・向上
などを目的とするものである。これらの取組により、実
戦的な作戦遂行能力の向上を企図していると考えられ
る。

軍以外の武装力の一つである武警は、各省や自治区な
どの行政区分に基づき編成・設置される内衛部隊、固定
された担任区域を持たず、地域をまたいで任務を遂行す
る機動部隊、国家の主権や安全、海上権益の擁護や法執
行を行うとされる中国海警局（海警）などから構成され、
装甲車、回転翼機、重機関銃などの装備を保有している
とされる。また、武警は国内治安維持、人民解放軍との
統合作戦に注力しており、即応性、機動性、対テロ作戦
のための能力を開発してきているとの指摘がある17。

図表Ⅰ-3-2-4（中国軍の配置（イメージ））

図表Ⅰ-3-2-4 中国軍の配置（イメージ）

東部戦区
（司令部：南京）

（注）　1　●戦区司令部　　戦区陸軍機関　　戦区海軍司令部
2　戦区の区割りについては公式発表がなく、上地図は米国防省報告書や報道などを元に作成。
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（4）海上戦力
海軍は、北海、東海、南海艦隊の3個の艦隊から編成

されている。近代化を急速に進めており、艦隊防空能
力・対艦攻撃能力の高いジャンカイⅡ級フリゲートや中
国海軍最大規模のレンハイ級駆逐艦などの水上戦闘艦
艇、静粛性に優れるとされる国産のユアン級潜水艦など
を増産しているほか、揚陸艦や空母も増強している。

レンハイ級駆逐艦は、最新鋭のルーヤンⅢ級駆逐艦の
約2倍に上る数の発射セル（112セル）を有する垂直ミ
サイル発射システム（V

Vertical Launch System
LS）などを搭載しているとされ、

このVLSは長射程の対地巡航ミサイルや超音速で着弾
する対艦巡航ミサイルYJ-18のほか、艦艇発射型の対艦
弾道ミサイルYJ-20も発射可能とされる。また、ミッド
コース段階における弾道ミサイル対処の発射母体として
考えられているとの指摘18や、対艦の極超音速滑空兵器
を搭載する構想が示唆されているとの指摘もある。レン
ハイ級駆逐艦は、少なくとも8隻就役しており、今後、
中国海軍における長射程ミサイル能力の鍵となる可能性
がある。

揚陸艦については、大型のユーシェン級揚陸艦が順次
進水、就役しており、4番艦は2025年8月に就役した。
さらに、2024年12月、ユーシェン級に続くユーラン級
強襲揚陸艦の1番艦「四川」が進水し、2025年11月に
海上試験が実施された。ユーラン級強襲揚陸艦は電磁式
カタパルトを装備し、無人機や固定翼の艦載機による攻
撃・ISR能力が付加される可能性が指摘されている。

また、中国は現在、3隻の空母を保有している。2012
年9月に初の空母「遼

りょう
寧
ねい

」が、2019年12月に2隻目の
空母「山

さん
東
とう19」（初の国産空母）が、2025年11月に3隻

目の空母「福
ふっけん

建」がそれぞれ就役した。「福建」は、「遼寧」
と「山東」よりも大型で、固定翼早期警戒機などを運用
可能な電磁式カタパルトを装備しているとみられ、艦載
機運用能力の向上が指摘されている。さらに、将来的な
原子力空母の建造計画が存在するとの指摘もある。

また、中国は軍事利用が可能な無人艦艇（U
Unmanned Surface Vehicle

SV）や無
人潜水艇（U

Unmanned Underwater Vehicle
UV）の開発・配備も進めているとみられ

る。こうした装備は、比較的安価でありながら、敵の海
上・水中における優勢の獲得を妨害することが可能な非

18	 米国防省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2024年）による。
19	「山東」は「遼寧」の改良型とされるスキージャンプ式の空母であり、搭載航空機数の増加などが指摘されている。
20	 米国防省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2024年）による。
21	 海上保安庁「海上保安レポート2026」による。
22	 米国防省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2024年）による。

対称戦力とされる。
このような海上戦力強化の状況などから、中国は近海

における防御に加え、より遠方の海域における作戦遂行
能力を着実に構築していると考えられる。また、近い将
来、中国海軍は潜水艦や水上戦闘艦艇から対地巡航ミサ
イルを使用して陸上目標への長距離精密打撃能力を有す
るようになるとの指摘や、水上艦艇などや固定翼機・回
転翼機による対潜水艦戦闘（A

Anti-Submarine Warfare
SW）能力が著しく向上し

ている一方で、深海におけるASW能力は十分ではない
との指摘20もあり、引き続き関連動向を注視していく必
要がある。

また、武警は、隷下に世界最大規模の海上法執行機関
とされる海警を有しており、近年、所属船舶の大型化・
武装化が図られている。2025年12月末時点における満
載排水量1,000トン以上の中国海警船などは175隻21

であり、所属船舶の中には、世界最大級の1万トン級の
巡視船が2隻含まれるとみられるほか、砲を搭載した船
舶の運用も確認されている。また、新型船舶は旧型船舶
と比較して大幅に大型化・高性能化しており、その大半
がヘリコプター設備や大容量放水銃、20mm～76mm
砲などを備えており、長期間の運用に耐えることがで
き、より遠洋での活動が可能であると指摘されている22。

さらに、軍と海警の連携強化も確認されている。中国
国務院公安部の指導のもとで海上における監視活動など
を実施してきた海警は2018年7月、武警隷下に武警海
警総隊として移管され、現在は、中央軍事委員会による
一元的な指導・指揮を受ける武警のもとで運用されてい
る。移管後、海軍出身者が海警トップをはじめとする海

【諸元・性能】
満載排水量：80,000トン以上
速力：30ノット（時速約56km）
搭載機数：J-15戦闘機やKJ-
600早期警戒機など60～70機

【概説】
中国2隻目の国産空母。電磁
式カタパルトを採用してい
るとみられる。

空母「福建」

2025年11月、海南省にて就役し
た中国3隻目の国産空母「福建」
【中国通信/時事通信フォト】
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警部隊の主要ポストに補職されるなど、軍・海警の連携
強化は組織・人事面からもうかがわれる。また、海軍の
退役駆逐艦・フリゲートが海警に引き渡されているとさ
れるなど、軍は装備面からも海警を支援しているとみら
れる。さらに、軍・海警が共同航行、共同訓練を行って
いる旨も指摘されている。海警を含む武警と軍のこうし
た連携強化は、グレーゾーン事態における作戦能力向上
を企図するものと考えられる。

こうしたなか、2020年6月には中華人民共和国人民
武装警察法（武警法）が改正され、武警の任務に「海上権
益擁護・法執行」を追加するとともに、武警は、党中央、
中央軍事委員会が集中・統一的に指導することが明記さ
れた。2021年1月には、海警の職責や武器使用を含む
権限を規定した中華人民共和国海警法（海警法）が成立
し、同年2月から施行された。また、2024年6月には、
海警による法執行の詳細を定めた海警機構の行政法執行
に関する手続規定が施行された。海警法には、曖昧な適
用海域や武器使用権限など、国際法との整合性の観点か
ら問題がある規定が含まれているとみられる。海警法に
よって、わが国を含む関係国の正当な権益を損なうこと
があってはならず、また、東シナ海などの海域において

23	 このほか、海上民兵は、企業や個人の漁師から漁船を頻繁に借用する一方で、南シナ海において海上民兵のために国有の漁船団を設立しているとの指
	 摘がある。南シナ海に隣接する海南省政府は、南沙諸島における活動を強化するため十分な資金援助を行いつつ、強力な船体と弾薬庫を備えた84隻の大

型民兵漁船の建造を命じ、民兵がこれらの船舶などを2016年末までに受領するとともに、この海上の部隊は、退役軍人から採用されており、職業軍人並
みの部隊であり、商業的な漁業活動とは別途に給料が支払われているとの指摘がなされている。

緊張を高めることになることは全く受け入れられない。
さらに、軍以外の武装力の一つである民兵のなかでも、

いわゆる海上民兵が中国の海洋権益擁護のための尖兵的
役割を果たしているとの指摘がある。海上民兵について
は、東シナ海や南シナ海などでの活動が指摘され、漁民
や離島住民などにより組織されているとされている23。

海上民兵は、軍の指揮のもと、様々な任務を担ってお
り、例えば、情報収集や後方支援、さらには大量に漁船
を集結させることで敵の艦艇の行動を妨害するなどの海
上作戦任務を担っているとの指摘がある。海上民兵の漁
船には、中国製のグローバル衛星測位システム「北斗」
の機器が搭載され、軍や海警はこのシステムを通じ、海
上民兵の位置を把握するとともにメッセージを送受信す
るなど、海上民兵と連携し、海上作戦を行うことが可能
となっているとの指摘もある。海上において中国の「軍・
警・民の全体的な力を十全に発揮」する必要性が強調さ
れていることも踏まえ、こうした非対称的戦力にも注目
する必要がある。

図表Ⅰ-3-2-5（中国の主な海上戦力）、図表Ⅰ-3-2-6
（海警の武警への編入）、図表Ⅰ-3-2-7（中国海警船
などの勢力増強）

図表Ⅰ-3-2-5 中国の主な海上戦力
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（注）　ジン・シャン・ソン・ユアン・キロの各級潜水艦の総隻数。
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（注）　1　レンハイ・ルフ・ルーハイ・ソブレメンヌイ・ルーヤン・ルー
ジョウの各級駆逐艦とジャンウェイ・ジャンカイの各級フ
リゲートの総隻数。

2　このほか、中国は50隻（2026年）のジャンダオ級小型フリ
ゲートを保有。
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図表Ⅰ-3-2-6 海警の武警への編入

（注）　1　武警部隊の指導・指揮一元化（2018年1月1日）
2　海警の武警への編入（2018年7月1日）
3　武警法の改正（2020年6月21日）

→有事には、中央軍事委員会、または、軍の戦区が武警隷下部隊を指揮する体制が確立
4　赤破線の範囲は、再編（2013年）前の中国海警局が有していた部隊

（注1）
（注3）

（注2）
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海　巡

武装警察

中国海警局

海関総署

海事局

海上
交通管理

人民
解放軍

自然
資源部

農業
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国務院（中央政府）

漁業局

図表Ⅰ-3-2-7 中国海警船などの勢力増強

R4H28H24

（注）１　各年度末の隻数
2　各年12月末の隻数 公開情報を基に推定（今後、変動の可能性

あり）
※海上保安庁「海上保安レポート2026」による

中国海警局に所属する船舶など1,000トン級（満載排水量）以上
海上保安庁巡視船1,000トン型（総トン数）以上
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（5）航空戦力
航空戦力は、主に空軍と海軍航空部隊から構成される。

第4世代の近代的戦闘機としては、ロシアからSu-27戦
闘機、Su-30戦闘機や最新型の第4世代戦闘機とされる
Su-35戦闘機などを導入している。また、国産の近代的
戦闘機の開発も進めている。Su-27戦闘機を模倣したと
されるJ-11B戦闘機やSu-30戦闘機を模倣したとされ

るJ-16戦闘機、国産のJ-10戦闘機を量産している。空
母「遼寧」や空母「山東」にも搭載されているJ-15艦載
機は、ロシアのSu-33艦載機を模倣したとされる。3隻
目の空母「福建」に搭載されたカタパルトに対応した
J-15Tは2024年の第15回珠海エアショーで初めて展
示された。さらに、第5世代戦闘機とされるJ-20戦闘機
の作戦部隊への配備を進めるとともに、J-35戦闘機の開
発も行っている。なお、J-35戦闘機は、空軍型が2024
年の中国国際宇宙博覧会で初めて公開されたほか、電磁
式カタパルトで運用可能とみられる海軍型が2025年9
月の軍事パレードで初めて公開された。

【諸元・性能】
最大速度：時速3,063km

【概説】
ステルス性を有する第5世
代戦闘機。2018年2月、作
戦部隊へのJ-20の引き渡し
が開始された旨、中国国防
部が発表。

J-20戦闘機

J-20戦闘機
【Imaginechina/時事通信フォト】
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爆撃機の近代化も継続しており、中国空軍は、長射程
対地巡航ミサイルを搭載可能とされるH-6爆撃機の保有
数を増加させている。さらに、爆撃機の長距離運用能力
の向上を図っており、空中給油により長距離飛行が可能
なH-6N爆撃機の運用を開始したとされるほか、H-20
とも呼称される新型の長距離ステルス爆撃機を開発中と
されている。こうした爆撃機に搭載可能な核兵器対応の
空中発射型弾道ミサイル（ALBM）の開発も指摘されて
おり、2025年9月の軍事パレードでは、核弾頭を搭載
可能とされるALBMであるJL-1が初めて登場した。

このほか、H-6U空中給油機、IL-78M空中給油機、KJ-
500早期警戒管制機、KJ-2000早期警戒管制機などの
導入により、近代的な航空戦力の運用に必要な能力を向
上させる努力も継続している。また、KJ-600早期警戒

機は、空母「福建」への搭載が指摘され、艦載機の運用能
力向上に寄与するとされる。さらに、2016年7月以降、
独自開発したY-20大型輸送機の配備を進めているが、
この輸送機をベースにしたY-20U空中給油機も2021
年6月以降配備されている。

さらに、偵察などを目的に高高度において長時間滞空
可能な機体（H

High Altitude Long Endurance
ALE）や、ミサイルなどを搭載可能な機体

を含む多種多様な無人航空機（U
Unmanned Aerial Vehicle

AV）の自国開発も急速
に進めており、その一部については配備や積極的な輸出
も行っている。実際に、空軍には攻撃を任務とする無人
機部隊の創設が指摘されている。中国は現在、情報収
集・警戒監視を主任務として無人機を運用しているが、
将来的には、有人機と連携した攻撃や、多数の安価な小
型無人機のスウォーム（群れ）による飽和攻撃にも使用
する可能性が指摘されている。なお、2023年には、陸軍
のヘリコプターを支援する形での運用が指摘されている
KVD-002無人機などが初めて公開された。

このような航空戦力の近代化の状況などから、中国
は、国土の防空能力の向上に加えて、より遠方での戦闘
や陸上・海上戦力の支援が可能な能力の向上を着実に進
めていると考えられる。

図表Ⅰ-3-2-8（中国の主な航空戦力）

図表Ⅰ-3-2-8 中国の主な航空戦力
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【諸元・性能】
最大速度：時速1,015km
主要兵装（H-6K）：空対地巡
航 ミ サ イ ル（ 最 大 射 程
1,500km超）

【概説】
国産爆撃機。H-6爆撃機は、巡航ミサイル（CJ-20）を搭載する
ことが可能。

H-6爆撃機

H-6爆撃機
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（6）宇宙・サイバー・電磁波の領域に関する能力
軍事分野での情報収集、指揮通信などは、近年、人工

衛星やコンピュータ・ネットワークへの依存を高めてい
る。そのようななか、中国は、「宇宙空間とネットワーク
空間は各方面の戦略的競争の新たな要害の高地（攻略ポ
イント）」であると表明し、紛争時に自身の情報システム
やネットワークなどを防護する一方、敵の情報システム
やネットワークなどを無力化し、情報優勢を獲得するこ
とが重要であると認識しているとみられる。

宇宙領域について、中国の宇宙利用にかかわる行政組
織や国有企業が軍と密接な協力関係にあると指摘されて
いることなども踏まえれば、中国は宇宙における軍事作
戦遂行能力の向上も企図していると考えられる24。具体
的には、近年中国は、軍事目的にも利用しうる人工衛星
の数を急速に増加させており、10年前と比べ約３倍の
260機以上を運用している25。例えば、中国版GPSとも
呼ばれ、弾道ミサイルといった誘導機能を有する兵器シ
ステムへの利用などが指摘されるグローバル衛星測位シ
ステム「北斗」は、2018年末に全世界での運用が開始さ
れ、2020年6月に本システムを構成する全衛星の打ち
上げが完了したとされる。また、偵察衛星「遥

ようかん
感」は、画

像・電波情報を収集し、艦艇などの位置情報を取得して
いる旨指摘されている。これらの能力は中国の太平洋に
おける艦艇などの監視能力を強化し、いわゆる「A2/
AD」能力や、より遠方での作戦遂行能力の構築に繋が
る可能性がある。

サイバー領域では、ネットワークに対するサイバー作
戦能力を強化しているとみられ、米戦争省は、米国内の
重要インフラに対して、局地的・一時的な混乱を引き起
こすようなサイバー攻撃を実施する能力があると指摘し
ている26。このような能力は、中国の「A2/AD」能力を強
化するものであると考えられる。このほか、現在の中国
の主要な軍事訓練には、指揮システムへの攻撃や防御を
含むサイバー作戦などの要素が必ず含まれているとの指
摘もある。なお、中国の武装力の一つである民兵の中に
は、サイバー領域における能力に秀でた「サイバー民兵」

24	 米国家情報長官「世界脅威評価書」（2019年）による。
25	 ミリタリー・バランス（2016）、ミリタリー・バランス（2026）による。
26	 米戦争省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2025年）による。
27	 2013年1月には、東シナ海の公海上で、中国艦艇が海自護衛艦に対して火器管制レーダーを照射した事案（30日）や、中国艦艇が海自護衛艦搭載ヘリコ

プターに対して火器管制レーダーを照射したと疑われる事案（19日）が発生している。火器管制レーダーの照射は、基本的に、火器の使用に先立って実施
する行為であり、これを相手に照射することは不測の事態を招きかねない危険な行為である。

も存在すると指摘されている。
さらに電磁波領域について、わが国周辺に飛来した

Y-9電子戦機のみならず、J-15艦載機やJ-16戦闘機、
H-6爆撃機にも、電子戦ポッドを備え、電子戦能力を有
するとみられるものの存在が指摘されている。

（7）統合作戦遂行能力構築に向けた動き
中国は、近年、前線から後方に至る分野において統合

作戦遂行能力を向上させる取組を進めている。中国共産
党が最高戦略レベルにおける意思決定を行うための「中
央軍事委員会統合作戦指揮センター」は、この一環とし
て設立されたと考えられる。また、2016年2月に新編
された5つの戦区には、常設の統合作戦司令部があると
される。同時に中国は、近年、実戦を強く意識した軍種
統合演習など統合作戦遂行能力を向上させるための訓練
も実施しているが、こうした動きは、前述の組織改革な
どによる統合作戦遂行能力向上の取組の実効性を確保す
ることなどを目的としているとみられ、今後も進展して
いくと考えられる。

	 6	 海空域における活動
（1）全般

近年、中国は、いわゆる「第一列島線」を越えて「第二
列島線」を含む海域への戦力投射を可能とする能力をは
じめ、より遠方の海空域における作戦遂行能力の構築を
目指していると考えられる。その一環として、海上・航
空戦力による海空域における活動を急速に拡大・活発化
させている。特に、わが国周辺海空域においては、訓練
や情報収集を行っていると考えられる艦艇や海・空軍
機、太平洋やインド洋などの遠方へと進出する艦艇、海
洋権益の保護などを名目に活動する中国海警船が多数確
認されている。このような活動には、中国海警船による
わが国領海への断続的な侵入のほか、自衛隊艦艇・航空
機への火器管制レーダーの照射27や戦闘機による自衛隊
機や米軍機などへの異常接近、「東シナ海防空識別区」の
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設定28といった上空における飛行の自由を妨げるような
動きを含め、不測の事態を招きかねない危険な行為を伴
うものもみられ、強く懸念される状況となっており、極
めて遺憾である。また、中国軍機による領空侵犯や中国
軍空母によるわが国領海に近接した海域での航行など、
中国による活発な軍事活動がわが国の安全に深刻な影響
を及ぼしうる状況となっており、強く懸念される。さら
に、過去にわが国領空内で確認されていた特定の気球型
の飛行物体について、中国が飛行させた無人偵察用気球
と強く推定されている。加えて南シナ海においては、係
争地形の軍事化を進めるとともに、海空域での活動も拡
大・活発化させており、力または威圧による一方的な現
状変更の試みを強化している。中国には、法の支配の原
則に基づき行動し、地域や国際社会においてより協調的
な形で積極的な役割を果たすことが強く期待される。

（2）わが国周辺海空域における軍の動向
近年、尖閣諸島に関する独自の主張に基づくとみられ

る活動をはじめ、中国海上・航空戦力は、尖閣諸島周辺
を含むわが国周辺海空域における活動を拡大・活発化さ
せており、行動を一方的にエスカレートさせる事案もみ
られるなど、強く懸念される状況となっている。こうし
たなか、2025年には、6月の空母1隻の硫黄島より東側
の海域での活動および空母2隻の太平洋上での活動、同
月の中国軍戦闘機による自衛隊機への特異な接近、7月
の中国軍戦闘爆撃機による自衛隊機への特異な接近、
12月の空母による沖縄本島東方から奄美大島東方の太
平洋上にかけての活動および中国軍戦闘機による自衛隊
機への約30分にわたる断続的なレーダー照射などが相
次いで発生した。中国軍機の特異な接近は、偶発的な衝
突を誘発する可能性があり、また、中国軍機による断続
的なレーダー照射は、航空機の安全な飛行に必要な範囲
を超える危険な行為であり、このような事案が発生した
ことは極めて遺憾である。

また、中国は引き続きインド洋などの遠方へと進出す
る艦艇によるわが国近海の航行や、太平洋、日本海など
への進出を伴う海上・航空戦力の訓練とみられる活動を
行っている。2025年には、中国軍空母における太平洋
での一年の発着艦回数が1,400回を超え、いわゆる「第

28	 中国は2013年11月23日、尖閣諸島をあたかも「中国の領土」であるかのような形で含む「東シナ海防空識別区」を設定した。対象空域を飛行する航空
機に対し中国国防部の定める規則を強制し、従わない場合は中国軍による「防御的緊急措置」をとるとするなど上空飛行の自由の原則を不当に侵害するも
のである。東シナ海における現状を一方的に変更するこのような動きに対し、わが国のほか、米国、韓国、オーストラリア、EUも懸念を表明した。

二列島線」を超えた地域で空母の活動が確認されるなど
中国軍のより遠方での作戦能力の向上がみられる。さら
に、近年、中国軍の活動内容は、台湾周辺での軍事演習
を含め実戦的な統合作戦遂行能力の向上の動きをみせる
など、高度化している。わが国周辺海空域における軍の
動向については、引き続き重大な関心をもって注視する
必要がある。

Ⅲ部1章1節2項1（わが国周辺における常時継続的
な情報収集・警戒監視）、同項2（領空侵犯に備えた
警戒と緊急発進（スクランブル））

ア　東シナ海（尖閣諸島周辺を含む）での活動
東シナ海においては、中国艦艇が継続的かつ活発に活

動している。
尖閣諸島周辺においては、中国側は独自の立場に言及

したうえで、艦艇による管轄海域のパトロールは正当か
つ合法的であるとしており、中国艦艇は尖閣諸島に近い
海域で恒常的に活動している。また、2016年6月には、
ジャンカイI級フリゲート1隻が戦闘艦艇としては初め
て尖閣諸島周辺の接続水域に入域した。2022年7月に
は、ジャンウェイⅡ級フリゲート1隻が魚釣島南西の接
続水域に入域した。

潜水艦の活動も確認されている。2018年1月には、
潜水航行していたシャン級潜水艦とジャンカイⅡ級フリ
ゲートそれぞれ1隻が同日に尖閣諸島周辺の接続水域に
入域した。潜水艦による尖閣諸島周辺の接続水域内の潜
水航行は、このとき初めて確認、公表された。また、
2020年6月と2021年9月には、奄美大島周辺の接続
水域において中国国籍と推定される潜水艦の潜水航行が
確認されている。

さらに、海軍の情報収集艦や測量艦の活動も確認され
ている。2015年11月、ドンディアオ級情報収集艦1隻
が尖閣諸島南方の接続水域の外側の海域を往復航行し
た。2016年6月には、ドンディアオ級情報収集艦1隻
が、鹿児島県の口

くちの
永
え

良
ら

部
ぶ

島
じま

と屋久島付近のわが国領海を
航行した後、北大東島（沖縄県）北方の接続水域を航行
し、その後、尖閣諸島南方の接続水域の外側を東西に往
復航行した。また、2021年11月、2022年4月、7月、
9月、11月、12月、2023年2月、6月、9月、2024年8
月にシュパン級測量艦1隻が、口永良部島、口之島、屋

 参照
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久島付近のわが国領海を航行した。
中国軍航空戦力も、近年、尖閣諸島や沖縄本島をはじ

めとする、南西諸島により近接した空域で活発に活動し
て い る。そ の な か に は、警 戒 監 視 や 空 中 警 戒 待 機

（C
Combat Air Patrol

AP）、訓練と考えられるものや、「東シナ海防空識別
区」の運用を企図している可能性があるものもある。さ
らに、2024年8月、中国軍の情報収集機が長崎県男女
群島沖の領空を侵犯した。中国軍機が領空侵犯したこと
を確認、公表したのは、わが国が対領空侵犯措置を開始
してから初めてである。領空侵犯は、わが国の主権の重
大な侵害であるのみならず、安全を脅かすものであり、
全く受け入れることはできない。中国側が本件事案の事
実関係を認め、類似の事案の再発防止に努める旨説明し
てきたことを踏まえ、今後の中国側の行動を注視してい
く。

また、近年は、わが国周辺において、無人機の活動も
活発化しており、沖縄本島・宮古島間、与那国島・台湾
間を通過して太平洋へ進出する例が頻繁にみられる。
2025年度の中国軍無人機の活動公表回数（推定される
ものも含む。）は16回であった。わが国周辺で確認され
た無人機には、武装可能な偵察/攻撃型も含まれる。中
国軍は、わが国周辺での無人機による情報収集態勢を既
に確立している可能性がある。
イ　太平洋への進出

中国海軍の戦闘艦艇によるわが国近海を航行しての太
平洋への進出は、高い頻度で継続しており、わが国の太
平洋側の海域での活動が拡大・活発化している。中国艦
艇の太平洋への進出経路については、沖縄本島と宮古島
の間の海域のほか、大隅海峡や、沖縄県の与那国島と西
表島の間の海域、鹿児島県の奄美大島と横

よこ
当
あて

島
じま

の間の海
域に加え、対馬海峡を経て津軽海峡や宗谷海峡を通過す
る事例が確認されている。

空母の太平洋進出も確認されている。空母「遼寧」は、
2016年12月、複数の艦艇とともに沖縄本島と宮古島
の間の海域を通過して以降、2026年5月末までに計13
度太平洋へ進出した。また、空母「山東」は、2023年4
月に初めて太平洋での活動が確認されて以降、2026年
5月末までに、計9度太平洋へ進出した。これらの太平
洋への進出に際しては、南シナ海からバシー海峡を通過
する事例や、東シナ海から沖縄本島と宮古島の間の海域

29	 米国防省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2018年）による。

を通過する事例に加え、2024年9月には空母が東シナ
海から与那国島と西表島の間のわが国領海に近接した海
域を通過する事例が初めて確認された。また、太平洋上
における艦載戦闘機などの発着艦も頻繁に確認されてい
る。さらに、2025年6月には、空母1隻が硫黄島より東
側の海域で活動したことおよび太平洋上で空母2隻が同
時期に活動したこと、12月には空母が沖縄本島から奄
美大島東方の太平洋上にかけて活動したことを防衛省・
自衛隊として初めて確認、公表した。

中国は、このような太平洋への進出を通じ、空母をは
じめとする海上戦力の運用能力向上や、遠方の海域での
作戦遂行能力の向上を目指しているものと考えられる。

航空戦力については、2013年に海軍機、2015年に
空軍機の太平洋進出が初めて確認され、2017年以降、
沖縄本島と宮古島の間の空域の通過を伴う太平洋進出は
一層活発になっている。さらに、この空域を通過する軍
用機の種類も年々多様化の傾向にある。爆撃機の飛行も
確認されており、中国軍が米国やその同盟国を目標とし
た訓練などを実施しているとみられると指摘されてい
る29。

さらに、飛行形態も変化してきている。沖縄本島と宮
古島の間を経由し東シナ海から太平洋へ進出した後に再
び同じルートで引き返す飛行や、バシー海峡方面から太
平洋へ進出した後に再び同じルートで引き返す飛行に加
え、2016年、H-6K爆撃機などによる台湾を周回するよ
うな飛行が確認されている。2017年8月には、H-6K爆
撃機が沖縄本島・宮古島間を通過して太平洋に進出した
後、紀伊半島沖まで進出する飛行が初めて確認された。

このように、太平洋への進出を伴う爆撃機などによる
長距離飛行の高い頻度での実施や、飛行経路や部隊構成
の高度化などを通じ、航空戦力は、わが国周辺などでの
プレゼンス誇示や、実戦的な作戦遂行能力のさらなる向
上を企図しているとみられる。

また、太平洋進出を伴う空対艦攻撃訓練と思われる活
動など、海上・航空戦力による遠方における協同作戦遂
行能力の向上を企図したと考えられる活動も近年みられ
ている。太平洋における中国の海上・航空戦力による活
動は今後一層の拡大・活発化が見込まれる。
ウ　日本海での活動

日本海においては、海上戦力・航空戦力の活動が活発
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化している。
海上戦力については、従来から訓練などの機会で日本

海に進出しており、情報収集艦による対馬海峡の通過も
頻繁に確認されている。

航空戦力については、2016年1月に中国軍機が初め
て対馬海峡を通過したことを確認して以降、日本海での
活動が活発化している。この空域を飛行する軍用機の種
類も多様化の傾向にあり、2024年3月には、WZ-7偵
察型無人機の飛行が初めて確認された。

中国は、今後も日本海において、活発な活動を継続す
ると考えられる。

図表Ⅰ-3-2-9（わが国周辺海空域における最近の中
国軍の主な活動（イメージ））、図表Ⅰ-3-2-10（中国
機に対する緊急発進回数の推移）、図表Ⅰ-3-2-11（中
国戦闘艦艇・空母の南西諸島・宗谷・津軽海峡周辺
での活動公表回数）、図表Ⅰ-3-2-12（中国軍機の沖
縄本島・宮古島間の通過公表回数）、図表Ⅰ-3-2-13
（中国戦闘艦艇の対馬海峡通過公表回数）、図表Ⅰ-3-
2-14（中国軍機の対馬海峡通過公表回数）

図表Ⅰ-3-2-9 わが国周辺海空域における最近の中国軍の主な活動（イメージ）

500km

沖縄
宮古島

尖閣諸島 台湾

寧波

東京

日本海

青島

奄美大島

与那国島

※場所・航跡などはイメージ、推定含む

空母「遼寧」

凡例
海上戦力
航空戦力

H-6爆撃機 TB-001偵察／
攻撃型無人機シャン級潜水艦

わが国周辺で確認された中国海空軍（海上・航空自衛隊撮影）

紀伊半島沖まで
の爆撃機進出

（17年8月）

沖縄・宮古島間を通過し
ての頻繁な太平洋進出

潜水艦などの尖閣諸島接
続水域などの潜水航行

（18年1月）

中国軍空母がわが国領海
に近接した海域で航行

（24年9月）

中国海軍戦闘艦艇が尖閣諸島周辺の
わが国接続水域を航行（22年7月） 中国軍と推定される潜水艦が接続

水域内を潜水航行 （20年6月）
 （21年9月）

東シナ海お
よび上空で
の中国海空
軍の活動頻繁な日本海進出

中露の戦略軍事演習への相互参加
露軍演習「オケアン2024」（24年9月）
中国軍演習「北部・連合2024」（24年9月）

中国海軍測量艦がわが国の領海を航行
（21年11月）
（22年4月・7月・9月・11月・12月）
（23年2月・6月・9月）（24年8月）

中国軍の情報収集機がわが国領海
上空において領空侵犯（24年8月）

中露爆撃機が長距離共同飛行
（19年7月）（20年12月）（21年11月）（22年5
月、22年11月）（23年6月、12月）（24年11月）

（25年12月）

太平洋での空母艦載戦闘機（推
定含む）の飛行（18年4月）（20
年4月）（21年4月・12月）（22
年5月・12月）（23年4・9月・10
～ 11月）（24年7月・8月・9 ～
10月・11月）（25年4月・5月 ～
6月・12月）（26年5月）

台湾周辺海空域で多
数の中国軍機・中国艦
艇が参加する演習を
実施。わが国EEZを含
むわが国近海に設定
した訓練海域に向け、
弾道ミサイル9発を発
射。（22年8月）

中露艦艇がわが国を周回する形又
はわが国周辺で共同航行（21年10
月）（22年9月）（23年7 ～ 8月）（24
年7月、9月～ 10月）（25年8月）
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図表Ⅰ-3-2-10 中国機に対する緊急発進回数の推移
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図表Ⅰ-3-2-11 中国戦闘艦艇・空母の南西諸島・宗
谷・津軽海峡周辺での活動公表回数
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図表Ⅰ-3-2-12 中国軍機の沖縄本島・宮古島間の通過
公表回数
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図表Ⅰ-3-2-13 中国戦闘艦艇の対馬海峡通過公表回数
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図表Ⅰ-3-2-14 中国軍機の対馬海峡通過公表回数
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（3）東シナ海（尖閣諸島周辺を含む）における中
国海警船などの活動

わが国固有の領土である尖閣諸島周辺においては、中
国海警船がほぼ毎日接続水域において確認され、わが国
領海への侵入を繰り返している。尖閣諸島周辺のわが国
領海で独自の主張をする中国海警船の活動は、国際法違
反であり、厳重な抗議と退去要求を繰り返し実施してき
ている。しかしながら、わが国の強い抗議にもかかわら

ず、2025年度においても依然として中国海警船が領海
侵入を繰り返しており、毎月、わが国領海に侵入した。
また、日本漁船が尖閣諸島周辺の領海を航行していた際
には、中国海警船が日本漁船へ近付こうとする事案が発
生している。

過去の経緯として、2008年12月、「海監」に所属す
る中国船舶が初めてわが国領海に侵入して以降、中国政
府に所属する船舶は、徐々に領海における活動を活発化
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させてきた。さらに、2012年9月の政府による尖閣三
島（魚釣島、北小島、南小島）の取得・保有以降、このよ
うな活動は著しく活発化した。

近年、中国海警船によるわが国領海への侵入を企図し
た運用態勢は、着実に強化されていると考えられる。例
えば、領海侵入の際の隻数は、2016年頃までは2～3隻
程度であったが、近年は4隻で領海侵入することが多く
なっている。また、2015年12月以降、砲を搭載した船
舶がわが国領海に繰り返し侵入するようになり、2024
年6月には砲を搭載した4隻の船舶が領海に侵入した。
それ以降、接続水域内で活動する中国海警船は、いずれ
も砲を搭載している（2026年3月末時点）。2025年に
尖閣諸島周辺の接続水域で確認された中国海警船の活動
については、活動日数が357日に達し、過去最多となっ
た。

中国海警船の運用能力の向上を示す事例も確認されて
いる。2024年11月から2025年10月にかけて、中国
海警船が尖閣諸島周辺の接続水域において335日間連
続で確認され、過去最長となった。

尖閣諸島周辺のわが国領空とその周辺空域において
は、2012年12月に、国家海洋局所属の固定翼機が中国
機として初めて領空を侵犯する事案が発生した。2017
年5月には、尖閣諸島周辺のわが国領海侵入中の中国海
警船の上空において小型無人機らしき物体が飛行し、わ
が国の領空を侵犯した。2025年5月には、尖閣諸島周
辺においてわが国領海侵入中の中国海警船からヘリコプ
ターが発艦し、わが国の領空を侵犯した。

このように中国は、尖閣諸島周辺において力または威
圧による一方的な現状変更の試みを執拗に継続してお
り、強く懸念される状況となっている。事態をエスカ
レートさせる中国の行動は、わが国として全く容認でき
るものではない。

このほか、東シナ海では、日中間の排他的経済水域
（E

Exclusive Economic Zone
EZ）と大陸棚の境界が未画定であるなかで、中国側の

一方的な資源開発が続いている。2013年6月以降、東
シナ海の日中中間線の中国側において、東シナ海の資源
開発に関する「2008年合意」以前に設置した4基に加
え、新たに海洋プラットフォームの建設作業などを進め
ていることが確認されており、中国側が一方的な開発を
進めていることに対しては、わが国から繰り返し抗議を
すると同時に、作業の中止などを求めている。

また、2023年7月には、東シナ海の地理的中間線の
東側のわが国のEEZにおいて、中国が設置したと考えら
れるブイの存在が確認された。このことについて、中国
側に抗議をすると同時に、即時撤去を強く求めてきた。
このブイについては、2025年2月にわが国のEEZに存
在していないことが確認された。2024年12月に与那
国島南方のわが国のEEZにおいて確認されたブイにつ
いても、2025年5月にわが国のEEZに存在していない
ことが確認された。

図表Ⅰ-3-2-15（中国海警局に所属する船舶などの
尖閣諸島周辺における活動状況）、資料15（中国海警
局に所属する船舶などの尖閣諸島周辺における活動
状況）

図表Ⅰ-3-2-15 中国海警局に所属する船舶などの尖閣諸島周辺における活動状況
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（4）台湾周辺における動向
中国は、台湾周辺での軍事活動を活発化させている。

台湾国防部の発表によれば、2020年9月以降、中国軍
機による台湾周辺空域への進入が増加しており、2021
年は延べ970機以上、2022年と2023年は延べ1,700
機以上、2024年は延べ3,000機以上、2025年は延べ
3,700機以上が進入した。また、台湾国防部の発表によ
れば、中国軍は2022年8月のペロシ米下院議長（当時）
訪台以降、軍用機による台湾海峡の「中間線30」以東空域
への進入を繰り返し実施しているとされる。進入アセッ
トについては、従来の戦闘機や爆撃機に加え、2021年
以降、攻撃ヘリ、空中給油機、UAVなどが確認されたと
されている。台湾周辺海域において確認された中国艦艇
の隻数も増加しており、2023年は約1,900隻であった
のに対し、2024年は約2,500隻、2025年は約2,600
隻であった。

さらに、中国は、2022年8月以降、台湾周辺海空域で
軍事演習をたびたび実施している。

2022年8月2日、ペロシ米下院議長の台湾訪問に伴
い、中国は、台湾を取り囲む6つの演習海域の設定を公
表するとともに、台湾周辺において「一連の統合軍事行
動」を実施すると発表した。同月4日、中国は、9発の弾
道ミサイルの発射を行い、このうち5発はわが国のEEZ
内に着弾し、別の1発は与那国島から約80kmの地点に
着弾したが、この1発はわが国領土の最も近くに着弾し
たものであった。このことは、わが国の安全保障と国民
の安全にかかわる重大な問題であり、地域住民に脅威と
受け止められた。また、一部のミサイルは台湾上空を通
過した。それ以降も、中国軍は台湾周辺海空域において
約1週間にわたり、統合封鎖、対海上・地上攻撃、制空
作戦、空中偵察、対潜戦などの演目を含む大規模な軍事
演習を継続した。

本演習以降、中国は、2023年4月、同年8月、2024
年5月、同年10月、2025年4月、同年12月にも台湾周
辺海空域で軍事演習を実施している。

なお、2024年12月9日、中国は活動内容について発
表をしていないが、台湾国防部は、「中国軍の東部戦区、
北部戦区、南部戦区の艦隊および中国海警船が台湾海峡
周辺や西太平洋地域に進入、遠海長距離航行などの活動

30	 1950年代に米国が設定したとされる台湾海峡上の線。台湾側は座標を公表するなど「中間線」の存在を主張する一方、中国側は「台湾は中国の不可分の
一部であり、いわゆる『中間線』は存在しない」との立場を主張しているが、これまでは「中間線」を越える軍用機の飛行はほとんどみられなかった。

を行っている」旨発表した。頼総統は11月30日から一
週間、台湾承認国であるマーシャル諸島、ツバル、パラ
オを訪問し、途中でハワイとグアムを経由していた。

中国軍による台湾周辺での演習においては、対台湾侵
攻作戦を含む台湾の統一に向けた軍事作戦の一部が演練
されている可能性があると考えられる。2024年5月の
演習の際には、海警船が台湾東部海域などで活動したこ
とが初めて発表され、同年10月の演習の際には、中国
海警船が台湾全周を航行するなど、海警船の活動は拡大
しており、中国がいわゆるグレーゾーン事態を生起させ
る上で、海警の役割をより重視している可能性も指摘さ
れている。さらに、2025年4月の演習においては、過去
の演習と比較し、軍による警告隔離、阻止、差し押さえ
などの具体的な封鎖関連行動が強調された。同年12月
の演習では、2022年8月以来とみられる台湾周辺海域

（台湾北部・南部）に向けた長距離火力実弾射撃の実施
が発表された。

中国は、台湾周辺での一連の活動を通じ、中国軍が常
態的に活動している状況の既成事実化を図るとともに、
実戦能力の向上を企図しているとみられる。

また、こうした中国側の軍事活動の活発化により、中
台間の軍事的緊張が高まる可能性も否定できない状況と
なっている。台湾をめぐる情勢の安定は国際社会の安定
にとって重要であり、わが国としても一層緊張感を持っ
て注視していく必要がある。

図表1-3-2-16（中国軍が発表したこれまでの主な台
湾周辺での軍事演習）
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図表Ⅰ-3-2-16 中国軍が発表したこれまでの主な台湾周辺での軍事演習

2022年8月 2023年4月 2023年8月 2024年5月 2024年10月 2025年4月

演習の
関連事象

ペロシ米下院議長（当時）の訪台
(8月2日夜～3日夜に滞在)

蔡英文総統（当時）の訪米(ﾄﾗﾝｼﾞｯﾄ)
(ﾏｯｶｰｼｰ米下院議長との会談)
(6日に会談/7日に台湾着)

頼清徳副総統（当時）の訪米(ﾄﾗﾝｼﾞｯﾄ)
(8月18日に台湾着)

頼清徳総統の総統就任式典
就任式典での演説
（5月20日)

頼清徳総統の「双十節」式
典での演説（10月10日）

中国の脅威と対策の発表
（3月13日）

2025年12月

米国の台湾に対する武器売却
【AFP＝時事】（12月17日）

演習の名称「一連の統合軍事行動」 「連合利剣」 （名称は発表されず）「連合利剣2024A」「連合利剣2024B」 「正義使命2025」
1日目：名称の発表
　　　　なし
2日目：「海峡雷霆
　　　　2025A」

演習実施
戦区 東部戦区 東部戦区 東部戦区 東部戦区 東部戦区 東部戦区

演習実施期間
（中国発表）

7日間
（8月4日から10日）

3日間
（4月8日から10日）

1日間
（8月19日のみ）

2日間
（5月23日から24日）

1日間
（10月14日のみ）

2日間
(4月1日から2日)

演習実施
の発表

8月2日夜

演習区域
の設定

8月2日に演習海域・
航行警報を公表

(一部わが国EEZと重複)
なし なし 5月23日に

イメージ図を公表
10月14日に

イメージ図を公表 なし

空母の
参加 なし あり

（空母「山東」） なし なし なしあり
（空母「遼寧」）

あり
（空母「山東」）

その他

● 9発の弾道ミサ
　イル発射（うち
　5発がわが国の
　EEZ内に着弾）

●空母「山東」の
　太平洋進出は初
　確認

●台湾総統選挙の
　約半年前
●中国機が「中間
　線」東側を従来
　よりも長距離飛
　行したとの指摘
　あり

●海警船の演習参
　加が初発表
●台湾外島(金門、
　馬祖など)周辺で
　の演習実施が初
　発表

●「重要な港湾・
　地域の封鎖・管
　理」や、海警の
　台湾島の周回パ
　トロール実施が
　初発表

●陸軍部隊の長距
　離実弾射撃や、
　軍による警告隔
　離、阻止、差し
　押さえなどが初
　発表

●台湾周辺海域
　（台湾北部・南
　部）への実弾射
　撃の発表、台湾
　を取り囲む形で
　航空機などの進入
　を禁止する演習
　区域の設定は
　22年8月以来

※契機とされる出来
　事の当日
※演習開始日の2日前

4月8日

※契機とされる出来
　事の翌日
※演習開始日の当日

8月19日

※契機とされる出来事
　の翌日
※演習開始日の当日

5月23日

※契機とされる出来事
　の3日後
※演習開始日の当日

10月14日

※契機とされる出来事
　の4日後
※演習開始日の当日

4月1日

※契機とされる出来事
　の19日後
※演習開始日の当日

東部戦区

3日間
（12月29日から31日）

12月29日に
演習海空域・

航行警報などを公表

12月29日

※契機とされる出来
　事の12日後
※演習開始日の当日

（写真出典）台湾総統府

31	 中国が埋立てを行っているとの指摘を受けている南沙諸島の地形は、ファイアリークロス礁、スビ礁、ミスチーフ礁、クアテロン礁、ガベン礁、ヒューズ
礁、ジョンソン礁の7つの地形。

32	 米国防省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2023年）による。

（5）南シナ海における動向
中国は、東南アジア諸国連合（ASEAN）諸国などと領

有権について争いのある南沙（スプラトリー）・西沙（パ
ラセル）諸島などを含む南シナ海においても、不法な海
洋権益の主張に基づき活動を活発化させている。

中国は2014年以降、南沙諸島にある7つの地形31に
おいて、大規模かつ急速な埋立てを強行してきた。
2016年7月には比中仲裁判断において、中国が主張す
る「九段線」の根拠としての「歴史的権利」が否定され、
中国の埋立てなどの活動の違法性が認定された。しかし、
中国はこの判断に従う意思のないことを明確にしてお
り、軍事目的に利用しうる各種インフラ整備を推進しつ
つ、軍事活動を継続するなど軍事化を推し進めている。

中国が、米国本土を攻撃可能な長射程の新型SLBMの残
存性を高めるためにバスチオン化（要塞化）を検討する
のであれば、南シナ海がそれに適した選択肢であるとの
指摘もあり32、南シナ海における地形が本格的に軍事拠
点として利用された場合、インド太平洋地域の安全保障
環境を大きく変化させる可能性がある。こうした点も踏
まえ、南シナ海の状況を注視していく必要がある。

南沙諸島の7つの地形のうち、ビッグ・スリーとも称
されるファイアリークロス礁、スビ礁、ミスチーフ礁に
は、対空砲などを設置可能な砲台やミサイルシェル
ター、弾薬庫とも指摘される地下貯蔵施設のほか、水上
戦闘艦艇の入港が可能とみられる大型港湾や、戦闘機、
爆撃機などが離発着可能な滑走路が整備された。
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2018年4月には、対艦巡航ミサイルや地対空ミサイ
ルが軍事訓練の一環としてファイアリークロス礁、スビ
礁、ミスチーフ礁に展開し、レーダー妨害装置がミス
チーフ礁に展開したと報じられたほか、2020年5月に
は、Y-8哨戒機やY-9早機警戒機などがファイアリーク
ロス礁にローテーション展開している可能性が報じられ
た。

また、クアテロン礁、ガベン礁、ヒューズ礁、ジョンソ
ン礁でも、港湾、ヘリパッド、レーダーなどの施設建設
の進展に加え、大型対空砲や近接防空システムとみられ
る装備がすでに配備された可能性が指摘されているほ
か、2022年12月には、南沙諸島のまた別の4つの地形
において新たに建設活動を行っている旨が報じられてい
る。

中国は南沙諸島に先がけて、西沙諸島についても軍事
化を推し進めてきた。ウッディー島においては、2013
年以降、滑走路を3,000m弱まで延長したとされるほ
か、2015年以降には、J-11やJ-10といった戦闘機や地
対空ミサイルとみられる装備の所在が確認されている。
また、2025年5月には、2020年以降初めてH-6爆撃機
が展開されたとの指摘がある。加えて、2023年8月に
は、トリトン島での新たな建設活動や、2025年10月に
はアンテロープ礁においても新たな埋立てが開始された
ことが指摘されている。

2024年11月、フィリピンがスカーボロ礁の領海な
どを含め、自国の領海やEEZなどを国際法に沿って定義
することを目的とした国内法に署名したと発表したこと
に対し、中国は、中国の領土主権と海洋権益への重大な
侵害と非難し、同月、スカーボロ礁を取り囲む形で領海
基線を定め、南シナ海の地形に対する「標準名称」を公
表した。また、中国は、2025年9月に、スカーボロ礁の
一部を「国家級の自然保護区」に指定したと発表してお
り、これに対し、フィリピンや米国は2016年7月の比
中仲裁判断に従うよう求める声明を発表している。

スカーボロ礁については、今後、新たな埋立てが行わ
れる可能性も指摘されており、仮に、埋立てが実施され、
レーダー施設や滑走路などの設置が行われた場合、周辺
海域における中国の状況把握能力や戦力投射能力が高ま
り、ひいては南シナ海全域での作戦遂行能力の向上につ

33	 2009年3月、2013年12月、2018年9月には、南シナ海を航行していた米海軍艦船に対し中国艦艇などが接近・妨害する事案が発生した。
	 また、2016年5月、2017年2月、同年5月には、中国軍の戦闘機が米軍機に対し接近したとされる事案などが発生した。

ながる可能性も指摘されている。
さらに、中国は、南シナ海の海空域における活動も拡

大・活発化させている。
例えば、2016年の比中仲裁判断後、中国空軍のH-6K

爆撃機がスカーボロ礁付近の空域において「戦闘パト
ロール飛行」を実施し、今後このパトロールを「常態化」
する旨、中国国防部が発表したほか、同年には、南シナ
海で初の中露海軍共同演習となる「海上協力2016」を
実施するなどの活動がみられた。

海南省三沙市のもとに「西沙区」、「南沙区」と称する
行政区の新設が一方的に公表された2020年において
は、7月に、3海域（南シナ海、東シナ海、黄海）同時の
軍事演習が実施され、8月には中距離弾道ミサイルを発
射したとみられている。

さらに、2021年5月以降、空母「山東」の艦載機の離
発着を含む訓練がたびたび報じられている。最近では、
南部戦区が統合海空戦備パトロールを実施したと複数回
発表しているほか、2024年7月には、南シナ海におい
て中露による海軍共同演習「海上協力2024」が行われ
た。また、同年10月には空母「山東」と「遼寧」が初め
て編成を組んで共同訓練を行ったと報じられている。

そのほかにも、この地域の海空域で活動する米国をは
じめとする他国の船舶・航空機に対しても、中国艦艇・
航空機が接近・妨害したとされる事案が頻繁に発生して
いる33。

特に近年においては、海警船などによるフィリピンを
含む沿岸国への妨害活動が頻繁に報告されている。なか
でもフィリピンとの間では、中国海警船などによるフィ
リピン船舶に対する衝突を含む危険な操船や放水といっ
た妨害活動により、人的・物的被害が発生していると
フィリピン政府が公表している。

このように中国は、南シナ海において、軍事にとどま
らない手段も含め、プレゼンスの拡大や、継戦能力を含
む統合作戦遂行能力の向上を企図しているものと考えら
れる。

中国の不法な海洋権益の主張に基づく活動は、力また
は威圧による一方的な現状変更の試みを一層推し進める
行為であり、わが国のみならず、米国を含むG7諸国を
はじめとする同志国を中心に、国際社会が深刻な懸念や
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強い反対を繰り返し表明している。
世界中のどこであれ、力または威圧による一方的な現

状変更の試みは決して許されない。地域の重要なシー
レーンである南シナ海の平和と安定はわが国のみなら
ず、国際社会全体の繁栄に直結する正当な関心事項であ

34	 軍事演習のほかにも、インド洋沿岸諸国などへの寄港も活発に行われている。

る。中国を含む各国が緊張を高める一方的な行動を慎み、
法の支配の原則に基づき行動することが強く求められ
る。

図表Ⅰ-3-2-17（南シナ海における力の空白をつい
た中国の進出と軍事化の例（イメージ））

図表Ⅰ-3-2-17 南シナ海における力の空白をついた中国の進出と軍事化の例（イメージ）

1950年代：仏軍撤退

1950年代：中国、西沙諸島の東半分を支配
（南越も同時期に西沙諸島進出）

1973年： 在南越米軍撤退

1974年： 中国、西沙諸島全域支配（南越撃退）
（1975年：南越崩壊（ベトナム戦争））

1980年代半ば：在越ソ連軍縮小

1980年代：中国、南沙諸島進出

1988年： 中国、南沙諸島6か所を事実上支配

1992年： 在比米軍撤退

1995年： 中国、ミスチーフ礁を事実上支配

2000年代：中国、南シナ海南部進出

2012年： 中国、スカーボロ礁を事実上支配

2014年～：中国、南沙諸島において大規模埋立・
インフラ整備実施

関連年表

中国の進出

1950年代
1974年
全域支配

西沙諸島西沙諸島

1988年
6か所支配

↓
2014年～
大規模埋立

1995
年

1980年
代

20
00

年
代

2012年

「九段線」

南沙諸島南沙諸島

レーダー・通信施設

航空機用格
納庫・滑走路

軍事化の例：ファイアリークロス礁

2020年3月2014年8月

（写真出典）CSIS/AMTI/Maxar

各国・地域による構築物の設置などが
指摘されている例

：中国
：台湾
：ベトナム
：フィリピン
：マレーシア

※イメージ図

スカーボロ礁
∴

ミスチーフ礁
ファイアリークロス礁

（6）インド洋などのより遠方の海域における動向
中国軍海上戦力は、「遠海防衛」型へとシフトしている

とされており、近年、インド洋などのより遠方の海域に
おける作戦遂行能力を着々と向上させている。大型戦闘
艦艇や大型補給艦の整備といった装備面における取組の
ほか、遠方の海域への展開やそのための拠点確保など、
運用面における取組についても進展がみられる。

2008年12月以降、海賊に対処するための国際的な
取組に参加するため、中国艦艇がソマリア沖・アデン湾

に展開している。派遣艦艇は、インド洋などで他国軍と
の共同訓練など34も実施しており、2025年も、3月にイ
ランのチャーバハール港でロシア、イランと共同訓練を
実施した。

さらに、宇宙観測支援船を南太平洋に展開させている
ほか、「調和の使命」と呼称する任務のもとで軍病院船を
派遣し、医療サービスの提供などを行っており、2025
年は南太平洋や南米地域などに派遣された。

このほか、2015年9月、中国艦艇5隻がベーリング

 参照
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海の公海上を航行し、アリューシャン列島周辺で米国の
領海を航行したとされている。2022年9月と2023年
8月には、ロシアとの共同航行に参加中の艦艇がベーリ
ング海を航行した旨、ロシア側が発表している。北極海
については、中国は、1999年以降、計15回にわたり極
地科学調査船「雪龍2」などを北極海に派遣し35、2018
年1月に北極政策に関する白書「中国の北極政策」を発
出し、そのなかで、北極海航路の開発を通じて「氷上シ
ルクロード」の建設を進めることとしているなど、北極
事業への積極的な関与も打ち出している。科学調査活動
や商業活動を足がかりとして、北極海において軍事活動
を含むプレゼンスを拡大させる可能性も指摘されてい
る36。

中国が海外における港湾などの活動拠点を確保しよう
とする動きも顕著になっている。例えば、2017年8月
には、アデン湾に面するジブチにおいて、中国軍の活動
の後方支援を目的とするとされる「保障基地」の運用が
開始された。また、カンボジア南西部に位置するリアム
海軍基地においては、これまで、中国が基地の一部を独
占的に利用する可能性が指摘されてきた。2025年4月
には、カンボジアにおいて、同基地の改修工事および「カ
ンボジア・中国共同兵站・訓練センター」の完成式典が
開催された。カンボジア首相は、憲法に反して外国軍の
基地設置を認めることはなく、全ての友好国を歓迎する
と表明しており、改修後の同基地には、わが国やベトナ
ムの艦艇が寄港したほか、2026年1月には、米海軍の
沿海域戦闘艦（L

Littoral Combat Ship
CS）が寄港した。同基地をめぐる今後

の動きが引き続き注目される。
さらに、ミャンマー、タイ、インドネシア、パキスタ

ン、スリランカ、UAE、ケニア、赤道ギニア、セーシェ
ル、タンザニア、アンゴラ、ナイジェリア、ナミビア、モ
ザンビーク、バングラデシュ、パプアニューギニア、ソ
ロモン諸島、タジキスタン、キューバ、バヌアツといっ
た複数の国で軍事兵站施設を検討・計画している可能性
も指摘されている37。また、中国は、ユーラシア大陸をは
じめとする地域の経済圏創出を主な目的とするとされる

「一帯一路」構想を推進しているが、中国軍が、海賊対処
活動による地域の安定化や共同訓練による沿線国のテロ

35	 2012年、「雪龍」は極地科学調査船として初めて北極海を横断する航海を行ったほか、2013年には貨物船「永盛」が中国商船として初めて北極海を横断
した。「雪龍」の2017年の北極海航行では、カナダの科学者が参加し、初めて、北極北西航路（カナダの北側）の試験航行に成功した。また、2隻目の極地
科学調査船「雪龍2号」が2020年9月に初となる北極海航行を完了したほか、重砕氷船の研究・製造も推進している。

36	 米国防省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2019年）による。
37	 米戦争省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2025年）による。

対処能力の向上などを通じ、この構想の後ろ盾としての
役割を担っている可能性がある。さらに、「一帯一路」構
想には中国の地域における影響力を拡大するという戦略
的意図が含まれているとも考えられるなか、この構想が
中国軍のインド洋、太平洋などにおける作戦遂行能力の
より一層の向上をもたらす可能性がある。例えば、パキ
スタンやスリランカ、バングラデシュといったインド洋
諸国やバヌアツといった太平洋島嶼

しょ
国での港湾インフラ

建設支援は、軍事利用も可能な拠点の確保につながる可
能性がある。

3章11節2項3（北極海・北極圏をめぐる動向）

「一帯一路」構想
習総書記が提唱した経済圏構想。2013年9月に「シルクロード
経済ベルト」構想（一帯）が、同年10月に「21世紀海上シルク
ロード」構想（一路）が提唱され、以降、両構想をあわせて「一
帯一路」構想と呼称。

KEY WORD

（7）海空域における活動の目標
中国による海上・航空戦力の整備状況や活動状況、国

防白書における記述、中国の置かれた地理的条件、グ
ローバル化する経済などを考慮すれば、海・空軍などの
海空域における近年の活動には、次のような目標がある
ものと考えられる。

第一に、中国の領土、領海、領空を防衛するために、可
能な限り遠方の海空域で敵の作戦を阻止することであ
る。これは、近年の科学技術の発展により、遠距離から
の攻撃の有効性が増していることが背景にある。

第二に、台湾の独立を抑止・阻止するための能力を整
備することである。中国は、台湾問題を解決し、中国統
一を実現することにはいかなる外国勢力の干渉も受けな
いとしており、中国が、四方を海に囲まれた台湾への外
国からの介入を実力で阻止することを企図すれば、海空
域における作戦遂行能力を充実させる必要がある。

第三に、主権や海洋権益に関して中国が一方的な主張
を行っている島嶼や周辺海空域において、各種の監視活
動や実力行使などにより、他国の支配を弱め、このよう
な一方的な主張を強めることである。また、こうした活
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動には、中国独自の「法律戦」の発想のもと、一方的な現
状変更を既成事実化し、独自の主張を正当化する根拠の
一環として用いようとする側面もあると考えられる。

第四に、海洋権益を獲得し、維持、保護することであ
る。東シナ海や南シナ海において、資源採掘、漁業、航行
といった活動を安全かつ安定して継続できるよう、軍の
プレゼンスによって他国の海上法執行機関などの活動を
抑止するなど、後ろ盾としての役割を担っていると考え
られる。

第五に、自国の海上輸送路を保護することである。こ
の背景には、中東からの原油の輸送ルートなどの海上輸
送路が、中国の経済活動にとって、生命線ともいうべき
重要性を有していることがある。近年の海上・航空戦力
の強化を考慮すれば、その能力の及ぶ範囲は、中国の近
海を越えてより遠方の海域へと拡大していると考えられ
る。

こうした中国の海空域における近年の活動の目標や近
年の動向を踏まえれば、今後とも中国は、東シナ海や南
シナ海、太平洋といったわが国近海やインド洋などにお
いて、活動領域をより一層拡大するとともに活動の活発
化をさらに進めていくものと考えられる。

	 7	 軍の国際的な活動
中国軍は近年、平和維持、人道支援・災害救援、海賊

対処といった非伝統的安全保障分野における任務に対し
ても積極的な姿勢を示し、海外にも多くの部隊・人員を
派遣している。

中国は、国連P
Peacekeeping Operations

KOを一貫して支持するとともに積極
的に参加するとしており、中国の国連PKOにおける存
在感は高まっている。

国連によれば、中国は2026年1月末時点で、国連南
スーダン共和国ミッション（U

United Nations Mission in South Sudan
NMISS）などの国連PKO

に国連安全保障理事会の常任理事国中最多である計
1,659人の部隊要員や警察要員などを派遣している。な
お、国連PKO予算における中国の分担率をみると、
2016年以降、米国に次ぐ第2位となっている。

さらに、中国は、ソマリア沖・アデン湾における海賊
対処活動や、人道支援・災害救援活動にも積極的に参加
している。

中国のこうした姿勢の背景には、中国の国益が国境を
越えて拡大していることに伴い、国外において国益の保

護と増進を図る必要性が高まっていること、オペレー
ションを通じて部隊の長距離展開を含む対応能力を検証
すること、自国の地位向上を目的に国際社会に対する責
任を果たす意思を示すこと、軍の平和的・人道的なイ
メージを普及させること、アフリカ諸国をはじめとする
PKO実施地域との関係強化を図ることなどがあると指
摘されている。

	 8	 教育・訓練などの状況
中国軍は、近年、「戦える、勝てる」軍隊を建設すると

の方針のもと、作戦遂行能力の強化を図ることなどを目
的として実戦的な訓練を推進しており、戦区主導の統合
演習、対抗演習、上陸演習、区域をまたいだ演習、遠方に
おける演習などを含む大規模演習、さらには夜間演習、
諸外国との共同演習なども行っている。

中国軍は、教育面でも、統合作戦遂行能力を有する軍
人の育成を目指している。2017年には、統合作戦指揮
人材を養成するための訓練が中国国防大学で開始された
と伝えられている。

また、中国は、戦争などの非常事態において民間資源
を有効に活用するため、国防動員体制の整備などを進め
ている。こうした取組には、民間船舶による軍用装備の
輸送活動などが含まれる。また、第20回党大会におけ
る習総書記の演説では、「一体化された国家戦略体系・
能力」の向上の一環として、全国国防教育の深化を提起
した。2024年9月には、国防教育法を改正し、愛国心に
紐
ひも

づく国防教育の実施などを新たに規定した。
こうした取組は、社会全体のリソースを軍事へ動員

し、中国の軍事任務に投入可能な戦力を総体的に増強す
るものであり、今後とも積極的に推進されるとみられる
ことから、中国軍の作戦遂行能力への影響を注視する必
要がある。

	 9	 国防産業部門の状況など
中国の主な国防産業については、国務院機構である工

業・情報化部の国防科学技術工業局の隷下に、核兵器、
ミサイル・ロケット、航空機、艦艇、情報システムなど
の装備を開発、生産する10個の集団公司により構成さ
れている。

中国は自国で生産できない高性能の装備や部品をロシ
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アなど外国から輸入しているが、軍近代化のため装備の
国産化をはじめとする国防産業部門の強化を重視してい
ると考えられる。自国での研究開発に加えて対外直接投
資などによる技術獲得に意欲的に取り組んでいるほか、
機密情報の窃取といった不法手段による取得も指摘され
ている38。

中国の軍民融合政策は技術分野において顕著であり、
中国は、軍用技術を国民経済建設に役立てつつ、民生技
術を国防建設に吸収するという双方向の技術交流を促す
とともに、軍民両用の分野を通じて外国の技術を吸収す
ることにも関心を有しているとみられる。技術分野にお
ける軍民融合は、特に、海洋、宇宙、サイバー、AIといっ
た中国にとっての「新興領域」とされる分野における取
組を重視しているとされる。軍民融合には、（1）中国の
国防産業基盤と民生技術・産業基盤との融合、（2）軍
事・民生セクターを横断した科学技術イノベーションの
統合・利用、（3）人材育成と軍民の専門性・知識の混合、

（4）軍事要件の民生インフラへの組み込みや民生構築物
の軍事目的への利用、（5）民生のサービス・兵站能力の
軍事目的への利用、（6）競争と戦争での使用を目的とし
た社会・経済の全ての関連する諸側面を含む形での中国

38	 米戦争省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2025年）による。
39	 米国防省「中華人民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告」（2024年）による。
40	 中国系人材を含め、海外の高い専門性を有する人材を国内に招へいする計画の存在が指摘されており、その一環として、例えば、わが国での研究歴があ

り、極超音速兵器の開発に必要な風洞試験設備の開発に従事している研究者の存在も指摘されている。
41	 例えば、2022年4月には、習総書記は国連の権威・地位の擁護や他国の安全を犠牲にした自国の安全構築への反対を内容とする「グローバル安全保障イ

ニシアティブ」を提唱した。
42	 2017年12月のターンブル豪首相（当時）発言による。

の国防動員システムの拡大・深化、の6つの相互に関連
した取組が含まれていると指摘されている39,40。

また、生産段階から徴用を念頭に置いた民生品の標準
化が軍民融合政策の一環として推進されているとされ
る。こうした取組により、軍による一層効果的な民間資
源の徴用が可能となることなどが見込まれる。なお、近
年、中国は「軍民融合」という文言は強調せず、中華民族
の偉大なる復興という中国の目標を支えるための「一体
化された国家戦略体系・能力」の構築といった文言を使
用する傾向にある。

国防費の伸び率が鈍化しつつあるなか、国防建設と経
済建設の両立が一層求められる中国にとって、軍民融合
政策は今後ますます重要になってくると考えられる。ま
た、中国が提唱する「智能化戦争」を実現するためには、
将来の戦闘様相を一変させる技術、いわゆる「ゲーム・
チェンジャー技術」を含む民生先端技術の獲得が鍵とな
るところ、中国は、その不可欠な手段として軍民融合を
捉えているとみられることから、中国の軍民融合政策に
ついては、「智能化戦争」との関係を含め、引き続き重大
な関心をもって注視していく必要がある。

4章2節2項（中国）

	 33	 対外関係など

	 1	 全般
中国は、特に海洋において利害が対立する問題をめぐ

り、既存の国際秩序とは相容れない独自の主張に基づ
き、力または威圧による一方的な現状変更の試みなど高
圧的とも言える対応を推し進めつつ、自らの一方的主張
を妥協なく実現しようとする姿勢を継続的に示してい
る。また、国家戦略として「一帯一路」構想を推進してい
るが、近年、一部の「一帯一路」構想の協力国において、
財政状況の悪化などからプロジェクト見直しの動きもみ
られている。さらに、安全保障や発展・開発を含む分野
における中国主導の多国間メカニズムの構築41など、独

自の国際秩序形成への動きや、他国の政治家の取込みな
どを通じて他国の政策決定に影響力を及ぼそうとする動
きなども指摘されている42。

同時に、中国は、持続的な経済発展を維持し、総合国
力を向上させるためには、平和で安定した国際環境が必
要であるとの認識に基づき、「人類運命共同体」の構築を
提唱しつつ、「相互尊重、公平正義、協力、ウィン・ウィ
ンの新型国際関係」の建設推進について言及している。
軍事面においては、諸外国との間で軍事交流を積極的に
展開している。近年では、米国やロシアをはじめとする
大国や東南アジアを含む周辺諸国に加えて、アフリカや
中南米諸国などとの軍事交流も活発に行っているほか、
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太平洋諸国との関係強化の動きもみられる。中国が軍事
交流を推進する目的としては、関係強化を通じて中国に
対する懸念の払拭に努めつつ、自国に有利な安全保障環
境の構築や国際社会における影響力の強化、海外兵器市
場の開拓、資源の安定的な確保や海外拠点の確保などが
あるものと考えられる。

	 2	 ロシアとの関係
1989年にいわゆる中ソ対立に終止符が打たれて以

来、中露双方は継続して両国関係重視の姿勢を見せてい
る。90年代半ばに両国間で「戦略的パートナーシップ」
を確立して以来、関係の深化が強調されており、2001
年には、中露善隣友好協力条約が締結された。2004年
には、長年の懸案であった中露国境画定問題も解決され
るに至った。両国は、世界の多極化と国際新秩序の構築
を推進するとの認識を共有し、関係を一層深めており、
2026年5月の中露首脳会談の際に発表された共同声明
において、両国はその関係が「史上最高レベルに達し」
たと評価している。また、2025年9月の「中国人民抗日
戦争・世界反ファシズム戦争勝利80周年記念大会」に
おいては、習国家主席、プーチン大統領、金

キムジョンウン
正恩国務委

員長の3人が並び立つ姿を示した。

2025年9月、軍事パレードに出席した習近平国家主席、 
プーチン大統領および金正恩国務委員長【中国通信/時事通信フォト】

さらに、例えば、米中、米露関係の緊張が高まる中で、
中露間では一貫して協力が深化しており、それぞれが米
国などとの間で対立している台湾やNATOの東方拡大

43	 SIPRI Arms Transfers Databaseによる。

をめぐる問題などの安全保障上の課題について一致した
姿勢を示すことで、自らに有利な国際環境の創出を企図
しているものとみられる。

軍事面では、中国は90年代以降、ロシアから戦闘機
や駆逐艦、潜水艦など近代的な武器を購入しており、中
国にとってロシアは最大の武器供給国である43。近年、
中露間の武器取引額は一時期に比べ低い水準で推移して
いるものの、中国は引き続きロシアが保有する先進装備
の輸入や共同開発に強い関心を示しているとみられる。
例えば、中国はロシアから最新型の第4世代戦闘機とさ
れるSu-35戦闘機や地対空ミサイル・システム「S-400」
を導入している。なお、ロシアが「S-400」を輸出したの
は、中国が初めてであるとされる。一方で、ロシアは中
国の技術力向上により、武器輸出における中国との競合
を懸念しつつあるとの指摘もある。

中露間の軍事交流としては、定期的な軍高官などの往
来に加え、共同演習、共同飛行、共同航行などを実施し
ている。中露両国は、海軍による大規模な共同演習「海
上協力」を2012年以降実施しており、そのなかで共同
掃海訓練、封鎖作戦、臨検・拿捕などが演練されている。

また、中露両国は2018年以降、軍事演習への相互参
加を実施している。2024年9月には中露それぞれが主
催する演習に両国軍が相互に参加するなど、軍事連携の
頻度が増加している。中国としては、これらの交流を通
じて、ロシア製兵器の運用方法や実戦経験を有するロシ
ア軍の作戦教義などを学習することも見込んでいるもの
と考えられる。

2019年以降、中露両国は爆撃機による長距離にわた
る共同飛行をこれまで計10回実施している。日米豪印
首脳会合が開催されている中で実施された2022年5月
の共同飛行は、開催国たるわが国に対する示威行動を意
図したものであり、これまでと比べ挑発度を増すもので
あった。2024年11月の共同飛行の際には、中国軍の空
中給油機や核弾頭を搭載可能な空中発射型弾道ミサイル
を搭載できるとされるH-6N爆撃機の参加が初めて確認
されるなど、活動の多様化がみられる。さらに、2025年
12月には、中露の爆撃機が東シナ海から沖縄本島と宮
古島の間を通過して、共同飛行としては初めて太平洋上
を四国沖まで長距離にわたり飛行した。

2021年以降、中露両国は艦艇による共同航行を計6
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回実施している。2023年3月の中露首脳会談後に発表
された共同声明では、海上・空中における「共同パト
ロール」や「共同演習」などを定期的に実施することが
明記された。2025年8月の共同航行の際には、日本海
からオホーツク海を経由する西太平洋への航行と、日本
海から東シナ海への航行の二方面への同時の共同航行を
初めて実施するとともに、潜水艦が初めて参加するな
ど、活動の多様化がみられる。

中露両国による度重なる爆撃機の共同飛行や艦艇の共
同航行は、わが国に対する示威活動を明確に意図したも

のであり、わが国の安全保障上、重大な懸念である。
このように、ウクライナ侵略が行われている中にあっ

ても、中露両国はますます連携を強化する動きを見せて
いる。今後、中露両国がさらに軍事的な連携を深めてい
く可能性もあり、また、こうした中露両国の軍事協力の
強化などの動向は、わが国を取り巻く安全保障環境に直
接的な影響を与えるのみならず、米国や欧州への戦略的
影響も考えられることから、懸念を持って注視する必要
がある。

図表Ⅰ-3-2-18（中露軍事連携の主な動向）

図表Ⅰ-3-2-18 中露軍事連携の主な動向

海軍共同演習「海上協力」 戦略軍事演習の相互参加 爆撃機の共同飛行 艦艇の共同航行

時期 演習エリア 時期 演習名 時期 飛行エリア 時期 航行エリア

2012年4月 黄海 2018年 ヴォストーク2018� 2019年7月 日本海、東シナ海 2021年10月 日本海～（津軽海峡）～西太平洋
～東シナ海

2013年7月 日本海 2019年 ツェントル2019� 2020年12月 日本海、東シナ海、
太平洋 2022年9月～10月

日本海～（宗谷海峡）～オホーツ
ク海～ベーリング海～フィリピ
ン海～東シナ海

2014年5月 東シナ海 2020年 カフカス2020� 2021年11月 日本海、東シナ海、
太平洋 2023年7月～8月

日本海～（宗谷海峡）～オホーツ
ク海～ベーリング海（アリュー
シャン列島を迂回）～太平洋～
東シナ海

2015年5月 地中海 2021年 西部・連合2021� 2022年5月 日本海、東シナ海、
太平洋 2024年7月 東シナ海（済州島）～（大隅海峡）

～フィリピン海～南シナ海

2015年8月 日本海 2022年 ヴォストーク2022� 2022年11月 日本海、東シナ海、
太平洋 2024年9月～10月 オホーツク海～太平洋～東シナ

海

2016年9月 南シナ海 2023年 北部・連合2023� 2023年6月 日本海、東シナ海、
太平洋

2025年8月 日本海～（宗谷海峡）～オ
ホーツク海～太平洋
日本海～（対馬海峡）～東シ
ナ海2017年7月 バルト海

2024年
オケアン2024� 2023年12月 日本海、東シナ海

2017年9月 日本海
オホーツク海 北部・連合2024� 2024年7月 チュコト海、ベーリ

ング海、太平洋北部

2019年4-5月 黄海 2024年11月 日本海、東シナ海、
太平洋

2021年10月 日本海 2025年12月 東シナ海、太平洋
2022年12月 東シナ海
2024年7月 南シナ海
2025年8月 日本海

	 3	 北朝鮮との関係
中国は、1961年の中朝友好協力相互援助条約のもと

で北朝鮮との緊密な関係を維持してきた。習国家主席は
2019年6月、中国国家主席として14年ぶりに北朝鮮を
訪問し、北朝鮮の金委員長との間で5回目となる首脳会
談を行っている。2025年9月には、いわゆる「中国人民
抗日戦争・世界反ファシズム戦争勝利80周年記念大会」
に金委員長を招待し、約6年ぶりとなる中朝首脳会談を
実施した。

中国は北朝鮮に対する制裁を強化する2017年までの
累次の国連安保理決議に賛成してきた一方、2019年に
は、ロシアとともに国連安保理決議に基づく制裁の一部
解除などを含む決議案を国連安保理で提案するなどの動
きも見せたほか、2022年5月には北朝鮮によるICBM
級弾道ミサイルの発射を受けて米国が提案した制裁決議
案に対し、ロシアとともに拒否権を行使した。

なお、国連安保理決議で禁止されている、洋上での船
舶間の物資の積替え（いわゆる「瀬取り」）に関し、中国
側は終始自身の国際義務を真剣に履行しているとしてい

 参照
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るが、中国籍船舶の関与が指摘されている。

	 4	 その他諸国との関係
（1）豪州、太平洋島嶼国との関係

6節1項3（2）（中国との関係）、6節3項（太平洋島
嶼国）

（2）東南アジア諸国との関係
7節2項（各国の安全保障・国防政策）

（3）南アジア諸国との関係
8節1項3（2）（中国との関係）、8節2項3（2）（中
国との関係）

（4）欧州諸国との関係
9節2項3（中国との関係）

（5）アフリカ諸国との関係
10節2項2（1）（中国・ロシア）

44	 SIPRI Arms Transfers Databaseによる。

	 5	 武器の国際的な移転
中国は、ミサイル、戦車、無人機を含む航空機、艦船な

どの輸出を拡大しており、2015年から2024年までの
10年間において、世界第4位の武器輸出国である。具体
的には、パキスタン、バングラデシュが主要な輸出先と
されているほか、アルジェリア、ナイジェリアなどのア
フリカ諸国や、タイやミャンマーなどの東南アジア諸
国、サウジアラビアなどの中東諸国などにも武器を輸出
しているとされる44。

中国による武器移転については、友好国との間での戦
略的な関係の強化や影響力拡大による国際社会における
発言力の拡大のほか、資源の獲得にも関係しているとの
指摘がある。中国は、国際的な武器輸出管理の枠組みの
一部には未参加であり、ミサイル関連技術などの中国か
らの拡散が指摘されるなどしている。

 参照

 参照
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防衛研究所　中国研究室　主任研究官　杉
すぎ
浦
うら
　康

やす
之
ゆき

近年、中国軍は作戦機や艦艇による台湾周辺での軍
事活動を活発化させています。令和7年もそうした傾
向に変化はなく、むしろその動きが強化される傾向が
見られました。特に中国軍が4月に「海峡雷霆2025A」、
12月末に「正義使命2025」と称する大規模演習を実
施したことは国際社会で大きな反響を呼びました。

中国軍の台湾周辺での軍事活動の特徴としては、台
湾有事を念頭に置いた実戦的な訓練を実施するという

「実戦化」、訓練内容を虚実織り交ぜる形で積極的に情
報発信するという「宣伝化」、大規模演習の実施以外に
も継続的に台湾周辺での様々な軍事活動を展開し続け
るという「常態化」の三点が指摘できます。

実戦化という観点では、①台湾の主要都市・港湾へ
の精密誘導攻撃を想定した統合作戦訓練、②台湾への
海・空域での統合封鎖作戦訓練、③軍と連動した中国
海警局による法執行訓練、④台湾の要人や重要目標を
標的とした「斬首作戦」のシミュレーション訓練の実
施、などが注目される点です。特に中国軍は、②におい
て徐々に演習地点を増やし、封鎖体制の強化を目指し
ています（下図）。中国は台湾有事を念頭に置いて様々
な能力の強化を図っています。

宣伝化という観点では、①中国の軍の公式発表や官
製メディアを通じた映像の配信、②中国軍研究機関に
所属する研究者による演習の内容・目的に関する解説
や演習実施の合法性の主張、③中国国防部報道官によ
る頼清徳政権への批判が注目されました。①に関して
は、東部戦区が公表したビデオには、J20ステルス戦闘
機が台湾南部の空軍基地に接近したかに見える映像や
無人機が台北にある台北101ビルに接近したかのよう
な映像が含まれていました。台湾側はこうした事実は
なく、これらは台湾側を威嚇する「認知戦」だと反論し
ています。中国側は虚実を織り交ぜた形で積極的な情
報発信を行うことで、台湾や国際社会への圧力を形成
し、台湾内の分断を図ろうとしています。

常態化という点では、①大規模演習以外に中国側が

継続的且つ日常的に実施している作戦機と艦艇による
台湾周辺での軍事活動、②4月の演習時における中国
軍の研究者による常態化の主張、などが注目される点
です。中国は台湾側の対中発言や米台関係の動きに合
わせて、こうした常態化させている軍事活動の烈度を
調整して即座に大規模演習を実施しています。4月の

「海峡雷霆2025A」は頼清徳総統の中国を「境外敵対勢
力」と発言したことを、12月の「正義使命2025」は米
国による台湾への兵器輸出を、それぞれの演習実施の
口実の一つにしています。

このような中国軍の台湾周辺での軍事活動の目的と
しては、次の点が考えられます。第一の目的は、蔡英文
政権よりも台湾独立色が濃いとされている頼清徳政権
を強く批判することです。第二の目的は、台湾との安全
保障関係を強化している米国への牽制です。第三の目
的は、軍事行動による強硬路線と中台経済関係の促進
を中心とする穏健路線を併用することで、台湾社会の
分断を促進し、頼清徳政権を孤立させることです。

このような中国軍による台湾への軍事的圧力の強化
は、力または威圧による一方的な現状変更の試みを意
味するものであり、インド太平洋地域の安全保障環境
の不安定化に繋がるものだと懸念されています。その
ため、わが国としてこうした中国軍の動向を引き続き
注視していく必要があります。

（図）中国軍の台湾周辺での軍事演習地点の比較（筆者作成）

視点
台湾をめぐる中国の軍事動向

（注）本コラムは、研究者個人の立場から学術的な分析を述べたものであり、その内容は政府としての公式見解を示すものではありません。
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